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   第 10 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 

平成26年３月12日（水曜日） 

                        午前９時59分開議

  午前11時38分休憩 

  午後０時40分開議 

                        午後１時52分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第41号 平成26年度熊本県一般会計予

算 

  議案第46号 平成26年度熊本県港湾整備事

業特別会計予算のうち 

 議案第47号 平成26年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計予算のうち 

 議案第52号 平成26年度熊本県流域下水道

事業特別会計予算 

議案第86号 熊本県都市公園条例の一部を

改正する条例の制定について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

①新熊本県建設産業振興プラン・アクショ 

ンプログラム(後期)案の概要について 

②平成25年度熊本県発注工事に係る賃金実 

態調査の結果について 

③熊本県用地取得加速化パッケージについ  

 て 

④熊本県道路公社が管理する松島有料道路 

の通行料金について 

 ⑤一般国道445号道路管理瑕疵事故に係る 

裁判について 

 ⑥瀬戸石発電所(瀬戸石ダム)の水利使用許 

可更新に係る知事意見などについて 

 ⑦路木ダム裁判について 

⑧熊本県住宅供給公社の解散について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 杉 浦 康 治 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 松 岡   徹 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

        部  長 船 原 幸 信 

              政策審議監  佐 藤 伸 之 

          河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 渡 邊   茂 

      道路都市局長  猿 渡 慶 一 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 成 富     守 

            用地対策課長 立 川     優 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 手 島 健 司 

      首席審議員兼 

      道路保全課長 増 田     厚 

      都市計画課長 平 尾  昭 人 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

  審議員兼河川開発室長 村 上 義 幸 

        港湾課長 松 永 信 弘 

        砂防課長 古 澤 章 吾 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 五   章 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

     政務調査課主幹  福  田  聖  哉 
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――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、ただいまから

第10回建設常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

します。 

 それでは、本委員会に付託されました議案

を議題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について執行部の説明を求めた

後に、一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、船原土木部長に総括説明をお願

いします。 

 

○船原土木部長 今回の定例県議会に提案し

ております土木部関係の議案について御説明

いたします。 

 今回提案しております議案は、平成26年度

当初予算関係議案４件、条例等関係議案１件

でございます。 

 まず、平成26年度当初予算の概要について

御説明いたします。 

 一般会計の予算額としましては、879億3,7

85万4,000円、対前年度比103.6％を計上して

おります。 

 特別会計につきましては、港湾整備事業特

別会計、臨海工業用地造成事業特別会計及び

流域下水道事業特別会計の３つの特別会計が

ございますが、合計で63億1,865万円、対前

年度比82.7％を計上しております。 

 土木部の一般会計及び特別会計を合わせま

した予算総額は、942億5,650万4,000円を計

上しており、対前年度比は101.9％となりま

す。 

 平成26年度、土木部においては、新４カ年

戦略の折り返しの年度であることを踏まえ、

取り組みの「加速化」、成果の「見える化」、

施策の「核心を突く」という３つの視点で事

業を重点的に展開するとともに、熊本広域大

水害からの創造的な復旧・復興も着実に進め

てまいります。 

 １点目は、新４カ年戦略の折り返しの年度

の重点的な展開について御説明いたします。 

 まず、百年の礎を築くでは、３月22日に九

州中央自動車道の嘉島ジャンクションから小

池高山インターチェンジ間が、また３月29日

には九州縦貫自動車道宇城氷川スマートイン

ターチェンジが開通いたします。九州の中心

に位置する本県の地理的特性を踏まえ、引き

続き九州中央自動車道や南九州西回り自動車

道、中九州横断道路、有明海沿岸道路(Ⅱ期)

などの幹線道路ネットワークの整備促進と大

矢野バイパスや本渡道路など、熊本天草幹線

道路の整備に取り組みます。また、これまで

整備を進めてきましたＪＲ鹿児島本線の連続

立体交差事業については、来年度末までに上

熊本駅から熊本駅までの約６キロのうち４キ

ロの高架化を完了させます。 

 アジアとつながるでは、フードバレー構想

の実現など県南地域の振興につなげるため、

八代港の大型ガントリークレーンの整備に着

手するとともに、都市計画道路南部幹線の整

備に着手いたします。 

 安心を実現するでは、法改正により耐震診

断を義務づけられた大規模建築物の耐震診断

に対する助成制度を創設し、緊急かつ集中的

に支援いたします。 

 活力を創るでは、技術者、技能労働者の高

齢化や若年入職者の減尐などを抱える建設産

業の振興策としまして、イメージアップ戦略

や技術者等の研修、資格取得への財政支援な

どに積極的に取り組むこととしております。 

 ２点目は、熊本広域大水害からの復旧・復

興の取り組みについてでございます。まず、

２月末の県の繰越及び現年分合わせました工

事発注率は、12月末に比べまして4.1％増の9

3.5％になっております。 

 次に、白川改修事業に伴う熊本市工区の家
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屋移転に係る契約状況でございますが、対象

家屋240戸中、２月末時点で９割を超える223

戸の方々と契約するとともに、一部掘削など

に着手しております。黒川については、内牧

の河川改修に着手するとともに、地区代表者

や学識経験者などを委員とする協議会等で、

治水対策の方向性及び計画案について御了解

をいただいているところでございます。 

 次に、阿蘇・菊池の土砂災害への対忚につ

いては、災害関連緊急砂防事業17カ所で早期

完成を目指して全力で工事に取り組んでお

り、今月末には３カ所が竣工予定でありま

す。他の14カ所については、全て梅雤時期ま

での竣工を目指して鋭意取り組んでおりま

す。 

 さらに、砂防激甚災害対策特別緊急事業30

カ所のうち５カ所については、平成26年度中

に竣工予定であります。残る箇所は、平成27

年度完了を目指して取り組んでまいります。 

 また、緊急避難道路の機能をあわせ持つ県

道内牧坂梨線の整備や河川の激甚災害対策特

別緊急事業なども着実に取り組んでまいりま

す。 

 以上が平成26年度の土木部の主な施策でご

ざいます。 

 次に、条例等関係議案につきましては、条

例の改正として、熊本県都市公園条例の一部

を改正する条例の制定について、１件の御審

議をお願いしております。 

 その他報告事項につきましては、新熊本県

建設産業振興プラン・アクションプログラム

(後期)案の概要についてなど８件を御報告さ

せていただきます。 

 以上、議案の概要等を総括的に御説明申し

上げましたが、詳細につきましては担当課長

から説明させますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。 

 今後とも、各事業の推進に積極的に取り組

んでまいりますので、委員各位の御支援と御

協力をよろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 次に、付託議案について

関係課長から順次説明をお願いします。 

 なお、その他報告事項７の路木ダム裁判に

ついては、議案第41号の平成26年度一般会計

予算に関連していますので、河川課分の予算

説明時にあわせて説明をお願いしたいと思い

ます。 

 

○成富監理課長 監理課でございます。 

 最初に、資料の確認をお願いします。 

 今回は、建設常任委員会説明資料、熊本県

都市公園条例、新規及び主要事業一覧、公共

事業等費用負担調書の４冊を準備しておりま

すが、新規及び主要事業一覧と公共事業等費

用負担調書については参考としてお届けして

おりますので、後ほどごらんいただきたいと

思います。 

 また、その他報告事項としまして８件の報

告資料を準備しております。 

 それでは、お手元の建設常任委員会説明資

料により御説明させていただきます。建設常

任委員会説明資料の１ページをお願いしま

す。平成26年度当初予算資料でございます。 

 土木部の当初予算総額は、最上段の右端の

合計欄に記載しておりますとおり、942億5,6

50万4,000円で、対前年度比101.9％となって

おります。 

 その内訳としましては、左から一般会計の

普通建設事業につきましては、補助事業は48

7億1,188万3,000円、県単事業は174億5,688

万1,000円、直轄事業は96億3,733万4,000円

となっております。 

 次に災害復旧事業につきましては、補助事

業が23億843万9,000円となっております。 

 投資的経費計としまして781億1,453万7,00

0円で、対前年度比104.5％となっておりま

す。 

 次に消費的経費につきましては、98億2,33

1万7,000円で、対前年度比97.2％となってお
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ります。 

 一般会計計としまして879億3,785万4,000

円で、対前年度比103.6％となります。 

 次に、その右の特別会計につきましては年

間所要額を計上しておりますが、港湾整備事

業特別会計、臨海工業用地造成事業特別会計

及び流域下水道事業特別会計の３つの特別会

計の合計としまして、投資的経費は13億5,78

0万円となっております。 

 また、その右側の消費的経費は、49億6,08

5万円となっております。 

 合わせまして、特別会計計ですが、63億1,

865万円となります。 

 次に、２ページをお願いします。平成26年

度予算総括表でございます。 

 一般会計及び特別会計ごとに、各課ごとの

本年度当初予算額、前年度当初予算額、比較

増減額及び右側に本年度当初予算額の財源内

訳を記載しております。 

 表の最下段の土木部合計の欄でございます

が、国支出金が277億6,231万9,000円、地方

債が385億5,880万円、その他が157億3,585万

6,000円、一般財源が121億9,952万9,000円と

なっております。 

 以上が、土木部全体の予算額の状況でござ

います。 

 次に、３ページをお願いします。 

 このページ以降、各課の当初予算の詳細を

記載しております。 

 監理課の予算につきまして、主なものにつ

いて御説明させていただきます。 

 まず２段目の、職員給与費でございます。

職員の給与費につきましては、２月補正予算

と同様に職員給与費または事業費の職員給与

費として、５ページ以降全ての課に出てまい

りますので、監理課から代表して説明させて

いただきます。各課からの説明は割愛させて

いただきます。 

 監理課関係分としましては、５億904万9,0

00円を計上しておりますが、土木部全体では

記載しておりませんが、60億256万7,000円を

計上することとなります。 

 次に４段目の管理事務費でございますが、

4,021万円を計上しています。これは宮城県

等からの要請に基づく職員の派遣に伴う代替

職員の確保等に要する経費でございます。 

 なお、前年度より3,278万円の減は、宮城

県等への派遣人数を９名から５名にしたこと

に伴うものでございます。 

 次に６段目の、公物・広告物管理指導費で

ございますが、4,898万5,000円を計上してお

ります。これは、各地域振興局土木部及び熊

本土木事務所所管の公物・広告物管理指導員

25名に要する経費でございます。 

 ４ページをお願いします。 

 １段目の管理運営費でございますが、５万

3,000円を計上しております。これは、球磨

地域振興局土木部資材倉庫の敷地借り上げに

要する経費でございます。なお、前年度より

2,547万8,000円の減は、今年度に熊本土木事

務所の耐震改修が終了することに伴うもので

ございます。 

 最後に、一番下の項目の建設産業支援事業

費でございます。4,195万4,000円を計上して

おります。これは、平成26年３月に策定予定

の新熊本県建設産業振興プラン・アクション

プログラム(後期)に基づいて実施する建設業

者等への各種支援に要する経費でございま

す。 

 具体的内容につきましては説明欄に記載し

ておりますが、新規事業として、どぼくま新

聞の年２回発行など建設産業のイメージアッ

プ戦略に要する経費、若年技術者や技能労働

者の育成のための建設業者等が従業員の資格

取得や研修に要する費用の支援に要する経

費、また災害時の支援活動を実施する建設業

者への建設機械購入資金の利子の一部助成に

要する経費を計上しております。 

 以上、監理課の一般会計予算額は、合計で

７億7,083万4,000円でございます。御審議の
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ほどよろしくお願いします。 

 

○立川用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 土木総務費といたしまして8,932万4,000円

を計上いたしております。 

 まず３段目の収用委員会費でございます

が、1,380万4,000円を計上しております。こ

れは、収用委員会委員７名の報酬並びに収用

委員会運営経費でございます。収用申請案件

の鑑定料の見込み減により、減額しておりま

す。 

 次に４段目の登記事務費でございますが、

これは過年度に取得した用地の登記促進に要

する経費です。 

 次に５段目は、土地収用法等の事務に要す

る経費です。 

 以上、一般会計予算額の合計は、最下段の

8,932万4,000円でございます。 

 用地対策課は、以上でございます。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 次の、資料の６ページをお願いいたしま

す。主なものについて御説明いたします。 

 上から３段目ですが、土木業務推進費とし

て2,815万4,000円を計上しております。これ

は、土木職員の技術力向上を図るため、建設

技術センターが実施しております研修への参

加者負担金及び同センターに対して研修計画

の作成業務を委託する経費などでございま

す。 

 また、説明欄の一番下に記載のとおり、26

年度は建設技術センターの施設整備に要する

経費として842万1,000円を計上しておりま

す。これは、同センターで保管しております

ＰＣＢを含有する機器を安全に処理・更新す

るための費用及び公共下水道の受益者負担金

でございます。 

 左に戻っていただきまして５段目ですが、

土木行政情報システム費として7,865万9,000

円を計上しております。これは、土木部にお

ける工事の発注や管理に要するさまざまなシ

ステムの維持費で、内訳は説明欄に記載のと

おり土木積算システム1,640万4,000円、工事

進行管理システム2,406万円、電子納品・情

報交換共有システム3,674万4,000円などとな

っております。 

 最下段でございますが、土木技術管理課計

で２億2,692万6,000円となります。 

 土木技術管理課は、以上でございます。 

 

○手島道路整備課長 道路整備課でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料の７ページをお願いいたし

ます。 

 ３段目の、国直轄事業負担金といたしまし

て、48億1,191万7,000円を計上しておりま

す。これは、九州中央自動車道及び国道３号

や国道57号の整備など、国直轄事業の道路事

業に関する県負担金でございます。 

 ４段目の道路管理費でございますが、218

万4,000円を計上しております。内訳は、右

の説明欄に記載しておりますように、道路公

社職員の共済費負担金と各種協会等負担金で

ございます。 

 次に、下から２段目の道路改築費でござい

ますが、地域高規格道路の整備に要する経費

といたしまして24億700万円を計上しており

ます。内訳は、熊本天草幹線道路の国道266 

号大矢野バイパス及び国道324号本渡道路の

経費でございます。 

 次に、最下段の単県道路改築費でございま

すが、30億1,370万円を計上しております。

内訳は、右の説明欄にございますとおり単県

道路改築費として県道内牧坂梨線ほか92カ

所、また熊本広域大水害を教訓とした避難路

構築事業として、津留柳線ほか６カ所でござ

います。 
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 続きまして、８ページをお願いします。 

 １段目の地域道路改築費でございますが、

92億1,649万5,000円を計上しております。内

訳としましては、亓木振興が国道445号に１

億4,900万円、国道が国道324号知十橋のかけ

かえほか17カ所について36億9,520万円を、

県道が堂園小森線ほか75カ所について53億7,

229万5,000円を計上しております。 

 また、説明欄にございますように、債務負

担行為の設定をお願いしております。南小国

上津江線の中原トンネルの工事でございます

が、平成27年度から28年度までの２カ年間、

合わせて５億5,000万円を限度額とします債

務負担行為の設定をお願いしております。 

 続きまして、２段目の道路計画調査費とい

たしまして750万円を計上しております。こ

れは、地域高規格道路としての整備を検討す

べき路線区間に関する調査等を実施するもの

でございます。 

 次に３段目の、単県幹線道路整備特別事業

費でございますが、5,690万円を計上してお

ります。これは、熊本天草幹線道路、熊本阿

蘇幹線道路の２路線を重点的に整備するため

の事業費でございます。 

 次に４段目の、道路施設保全改築費(橋り

ょう補修分)でございますが、16億7,640万円

を計上しております。これは、震災対策や老

朽化した橋梁の補修・補強等のための事業費

で、国道266号不知火跨線橋ほか66カ所の整

備の費用でございます。 

 最後に、単県橋りょう補修費でございます

が、５億8,160万円を計上しております。こ

れは、比較的小規模な橋梁の補修・補強等の

ための事業費で、国道266号新松合橋ほか59

カ所の整備の費用でございます。 

 道路整備課計でございます、平成26年度当

初予算額といたしまして、本年度予算額の欄

のとおり合計で222億1,796万円となります。 

 続きまして、９ページをお願いします。 

 ２段目の、地方道路整備臨時貸付金元金で

ございますが、平成20年度借入分の償還金と

して１億3,154万円を計上しております。ち

なみに、この貸付金は地方公共団体の財政負

担軽減と平準化を図るため、道路事業の地方

負担の一部に対して無利子で貸し付けを行う

制度でございます。 

 道路整備課は、以上でございます。よろし

くお願いします。 

 

○増田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 主な項目について説明します。説明資料の

11ページをお願いいたします。 

 まず１段目の、道路橋りょう総務費として

12億4,492万1,000円を計上しています。この

うち３段目の道路管理費は、右の説明欄に記

載のとおり各種の道路管理事業や道路調査事

業などの経費として2,457万7,000円を計上し

ています。 

 次に、下から４段目の道路維持費として51

億2,920万7,000円を計上しています。内訳と

して、下から３段目の単県道路災害防除費

は、自然災害を未然に防止する対策費用とし

て９億9,954万2,000円を計上しています。 

 また、下から２段目の単県道路修繕費は、

道路パトロールや街路樹等の植栽管理、除草

などを行うための費用として32億8,803万6,0

00円を計上しています。 

 そして、最下段のやさしい道づくり事業費

は、歩道整備や交差点改良、道路案内標識の

整備などを行うための費用として、３億5,00

0万円を計上しています。 

 12ページをお願いいたします。 

 １段目の、単県沿道環境整備事業費は、主

要観光地へのアクセス道路の沿道景観を改善

する費用として、５億4,000万円を計上して

います。 

 続きまして、２段目の道路新設改良費です

が、88億5,276万9,000円を計上しています。 

 内訳として、３段目の道路舗装費は単県事
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業でありまして、舗装補修事業、側溝整備事

業、旧道移管事業などを行うための費用とし

て、18億5,800万円を計上しています。 

 次に４段目の、道路施設保全改築費は、道

路災害防除事業、交通安全施設等整備事業、

舗装補修事業などを行うための費用として、

73億288万5,000円を計上しています。 

 いずれの事業も、事業箇所は右の説明欄に

記載のとおりです。 

 以上、最下段に示すとおり、道路保全課の

平成26年度当初予算総額は、152億2,689万7,

000円となります。 

 道路保全課の説明は、以上でございます。

よろしくお願いいたします。 

 

○平尾都市計画課長 都市計画課でございま

す。 

 資料13ページをお願いいたします。都市計

画課の当初予算につきまして、主なものを御

説明いたします。 

 上から３段目の景観整備費でございます

が、4,839万3,000円を計上しております。こ

れは、緑化景観対策事業や民間施設緑化推進

事業などを行うものでございます。 

 上から５段目の都市計画総務費でございま

すが、40億1,180万4,000円を計上しておりま

す。その主な内訳といたしましては、最下段

の公園維持費で１億6,560万8,000円を計上し

ておりますが、これはテクノ中央緑地、本妙

寺山緑地及び水俣広域公園の指定管理者への

委託費等でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 上から２段目の都市交通調査費でございま

すが、熊本都市圏における将来の総合的な都

市交通計画を策定するための検討に要する経

費１億300万円を計上しております。 

 上から５段目の都市計画調査費でございま

すが、これは主に都市計画の変更決定に向け

た調査検討を行うための経費6,500万円を計

上しております。 

 次の段の連続立体交差事業費でございます

が、ＪＲ鹿児島本線等の高架工事の促進のた

め34億7,000万円を計上しております。 

 下から２段目の街路事業費でございます

が、６億8,164万1,000円を計上しておりま

す。このうち最下段の単県街路促進事業費１

億364万1,000円は、荒尾海岸線ほか３カ所を

予定しております。 

 15ページをお願いいたします。 

 １段目の街路整備事業費５億9,600万円

は、荒尾海岸線ほか２カ所を予定しておりま

す。 

 その下の段の都市公園費でございますが、

都市公園整備事業費に14億6,380万7,000円を

計上しております。その主なものは、説明欄

に記載しておりますが、鞠智城の国営公園化

を推進する鞠智城公園推進事業費に3,140万

円、鞠智城国営公園化ＰＲ事業として2,000

万円、既設都市公園の整備を行う都市公園整

備事業費に５億340万7,000円、地域の元気基

金を活用して都市公園の整備を行う単県都市

公園利用促進事業に８億2,800万円、沿道景

観の整備向上を図る沿道景観緑化推進事業費

に2,000万円を予定しております。 

 以上、都市計画課は、最下段のとおり合計

63億6,087万5,000円を計上させていただいて

おります。 

 都市計画課は、以上でございます。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課です。 

 まず、一般会計から主なものにつきまして

御説明いたします。委員会資料の17ページを

お願いいたします。 

 上から２段目、公害防止指導費として2,82

6万2,000円を計上しております。このうち説

明欄２行目の、生活排水適正処理重点推進事

業2,500万円は、整備した下水道等への接続

を促進するため、県民への接続経費助成制度

を新設・拡充する市町村に対して、その費用

の一部を補助するものです。 
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 上から４段目、一般廃棄物等対策費として

３億4,854万円を計上しております。このう

ち説明欄の一番上、浄化槽整備事業２億5,56

2万円は、浄化槽整備を行う個人や市町村に

対する県費補助でございます。 

 また、説明欄の一番下生活排水処理施設整

備事業9,171万3,000円は、県有施設における

合併処理浄化槽の整備を行う経費であり、こ

れによって全ての県有施設における必要な合

併処理浄化槽整備を完了いたします。 

 次の18ページをお願いします。 

 最上段の農業集落排水施設整備推進費3,20

1万3,000円は、農業集落排水事業を実施する

市町村に対して、事業の翌年度に事業費の6.

5％を県費で補助する事業で、２段目の団体

営農業集落排水事業費１億6,960万円は、市

町村が実施する農業集落排水施設整備に対す

る国からの交付金を一旦県が受け入れて再交

付するものでございます。 

 ６段目には、漁業集落排水整備事業費とし

て4,325万円を計上しております。内訳は、

説明の上段に記載の漁業集落排水施設整備後

年度交付金195万円が漁業集落排水事業実施

市町村に対して事業の翌年度に事業費の6.5

％を県費補助するもので、漁業集落排水施設

整備事業費4,130万円は国からの交付金を一

旦県が受け入れて実施市町村に再交付するも

のです。 

 次に19ページをお願いいたします。 

 上から４段目の、流域下水道事業特別会計

繰出金３億7,222万6,000円は、流域下水道特

別会計における公債費等の財源充当のための

繰出金です。 

 以上、一般会計の合計は、最下段に記載の

とおり11億722万9,000円となります。 

 次に、流域下水道事業特別会計について御

説明いたします。委員会資料の20ページをお

開き願います。 

 県では３カ所の流域下水道事業に取り組ん

でおりますが、まず熊本市、合志市、菊陽町

を対象とする熊本北部流域下水道の事業とい

たしましては、３段目に下水処理を継続して

行うための管理費として９億1,235万3,000円

を計上し、下から３段目には、終末処理場の

増設及び改築等を行うための建設費交付金事

業として８億3,450万円を計上しておりま

す。 

 なお、説明欄記載のとおり処理場内の水処

理施設建設工事につきまして、平成27年度に

限度額９億2,100万円の債務負担行為の設定

をお願いしております。 

 次に、あさぎり町など上球磨の４町１村を

対象とする球磨川上流流域下水道につきまし

ては、最下段に管理費を２億3,152万7,000円

計上しておりまして、21ページの３段目には

建設費交付金事業として１億2,200万円を計

上しております。 

 これにより、処理場の長寿命計画に基づく

改築更新及び耐震診断に基づく耐震対策の実

施を予定しております。 

 なお、場内水処理施設の工事に関しまし

て、平成27年度に２億700万円の債務負担行

為の設定をお願いしております。 

 さらに、八代市、宇城市及び氷川町を対象

とする八代北部流域現在につきましては、上

から５段目に管理費として２億3,137万5,000

円を計上しております。 

 また、最下段の建設費2,260万円は、長寿

命化計画策定に向けた調査業務を行う経費で

あり、22ページ最上段の建設費単独事業2,06

0万円は、事業計画の変更に向けた調査等の

費用でございます。 

 ３段目と４段目は、公債費でございます。

起債償還の元金５億4,192万円と利子１億6,7

72万7,000円を計上しております。 

 最後に、６段目の一般会計繰出金895万5,0

00円は、熊本北部浄化センターで発電をいた

しました電気が持っておりますグリーン電力

価値の売却益の一部を一般会計へ繰り出すも

のです。 
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 以上、流域下水道事業特別会計として、最

下段に記載のとおり合計31億3,684万6,000円

を計上いたしております。 

 下水環境課は、以上です。 

 

○村上河川開発室長 河川課河川開発室長の

村上でございます。 

 本日は、河川課長がインフルエンザで欠席

のため、代理を務めさせていただきます。何

分ふなれでございますけれども、よろしくお

願いいたします。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 まず、河川海岸総務費でございますが、合

計で58億8,681万8,000円を計上しておりま

す。 

 主なものを御説明いたします。 

 まず、上から４段目の国直轄事業負担金

で、34億2,364万3,000円計上しております。

これは立野ダム建設事業など国が行います事

業費の県負担金でございます。 

 次に、その２段下の河川海岸維持修繕費

で、３億3,000万円を計上しております。こ

れは、河川海岸の土木施設の維持・補修に係

る経費でございます。 

 次の段の河川管理費で、３億94万円を計上

しております。これは、雑草処理や水質事故

などの対忚の経費になります。 

 次に、最下段の河川掘削事業費で、５億2,

216万2,000円を計上しております。これは、

堆積土砂の掘削事業費でございます。 

 24ページをお願いします。 

 最上段のダム管理運営費で２億7,897万円

を計上しております。これは、市房ダムなど

県が管理する６つの治水ダムの管理運営費等

でございます。 

 ４段目の河川改良費でございますが、合計

で141億7,687万4,000円を計上しておりま

す。 

 主なものとしましては、次の段の河川改修

事業費で29億352万円を計上しております。

これは、白川ほか18カ所の改修費でございま

す。 

 その次の段の河川激甚災害対策特別緊急事

業費で、72億1,210万5,000円を計上しており

ます。これは、熊本広域大水害により被災し

た白川と黒川の沿線地域の家屋浸水被害軽減

のための事業で、平成26年度は５年間の緊急

事業の３年目に当たります。 

 続きまして、その２段下の都市基盤河川改

修費で、6,400万円を計上しております。こ

れは、熊本市が行います健軍川ほか４カ所の

河川改修事業に対する県の負担金でございま

す。 

 最下段の堰堤改良費で、２億1,000万円を

計上しております。これは新規事業となりま

して、市房ダムの管理施設の設備更新を行う

ものです。 

 25ページをお願いします。 

 最上段の河川等災害関連事業費で、17億8,

386万1,000円を計上しております。こちらも

熊本広域大水害により被災した白川ほか５カ

所における被災箇所にて行う事業になりまし

て、災害復旧事業の原形復旧のみでは、再度

災害防止の効果が限定される場合に、未被災

箇所を含めた一連の区間において改良工事を

加えて復旧を行うものです。 

 上から３段目の単県河川改良費及び５段目

の単県ダム改良費は、県単独で行います河川

の改修やダム関連事業でございます。 

 続きまして、６段目をお願いいたします。 

 海岸保全費でございますが、合計で７億8,

147万5,000円を計上しております。 

 まず次の段の海岸高潮対策事業費で２億1,

125万円、最下段の海岸保全施設補修事業費

で４億165万5,000円を計上しておりますが、

これは国の交付金を受けて行います海岸保全

施設の整備及び海岸堤防等の老朽化対策でご

ざいます。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 
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 最上段の水防費で、2,876万9,000円を計上

しております。これは水位計や雤量計などの

水防観測計器等の運用・保守等に要する経費

でございます。 

 次に、上から４段目の河川等補助災害復旧

費で、23億843万9,000円を計上しておりま

す。 

 まず５段目の、過年発生国庫補助災害復旧

費12億7,543万9,000円につきましては、平成

24年及び25年に発生しました公共土木施設災

害の復旧を行うものでございます。 

 ６段目の、現年発生国庫補助災害復旧費の

10億3,300万円は、待ち受け分として計上い

たしております。 

 以上、最下段にありますとおり平成26年度

河川課の当初予算は、総額231億8,237万5,00

0円でございます。 

 ここでページを戻っていただきまして、24

ページ最上段のダム管理運営費の中と、もう

１つ25ページ５段目の単県ダム改良費の中で

ございますけれども、この中に来年から運用

開始します路木ダムの管理運営費としまして

は1,900万円、単県ダム改良費としましては

1,262万円、合わせて3,162万円の予算を計上

いたしております。 

 これらの予算に関連いたしますので、報告

事項７の路木ダム裁判についての説明を、こ

こでさせていただきます。 

 

○内野幸喜委員長 お願いします。 

 

○村上河川開発室長 報告事項７、路木ダム

裁判についてでございますが、まず１の訴訟

の概要でございます。 

 県営路木ダム事業に係る公金差止等請求事

件で、平成21年８月13日に提訴されたもので

あります。 

 原告の請求要旨としましては、①で路木ダ

ム建設は違法である。よって、路木ダム建設

に伴う平成20年度以降の支出は違法である。

熊本県知事は違法な支出により損害を与えた

熊本県知事個人に対して損害を賠償するよう

請求せよ。②で、熊本県知事は、違法である

路木ダム建設のための一切の公金の支出をし

てはならないという２つでございます。 

 次に２の、平成26年２月28日にありました

熊本地方裁判所での言い渡しについてです

が、中段の四角の中に記載しています５項目

が判決主文です。 

 まず２項は、第一審結審日の平成25年11月

20日までに支出した路木ダム建設事業費につ

いては原告の訴えは認められませんでした。 

 ３項は、本判決が確定した日以降の路木ダ

ム建設事業の公金支出を差しとめるという内

容です。 

 裁判の争点は、多目的ダムということで治

水、利水及び環境の面で争われましたが、利

水と環境につきましては、県及び天草市の主

張が認められ、治水については県の主張が認

められずに、判決が確定した日以降のダム建

設事業に係る支出を差しとめるという内容で

ございます。 

 ４項は、その他の原告の請求は認められて

おりません。 

 ５項で、訴訟費用については原告と被告が

２分の１ずつというものでございます。 

 なお、参考に記載しておりますように、本

件の控訴期限は明後日の３月14日となってお

ります。 

 現在、判決内容について総合的に分析を行

い、いろいろな視点から検討を行っている最

終段階です。控訴する、しないにつきまして

は、現時点では決まっておりません。 

 今回、当初予算に計上している路木ダム関

係の3,162万円は、警備や施設の点検整備な

どダム管理に要する維持管理費に加えて周辺

環境への影響調査などに要する経費でありま

す。いずれも、ダム設置者として管理義務を

きちんと果たすための、必要不可欠な予算で

ございます。また、安全な水を安定的に供給
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するためにも、ダム機能を適切に維持管理す

ることが必要であり、その点からも必要不可

欠な予算と考えております。 

 なお、今回の訴訟の対象は、路木ダム建設

事業に係る支出であり、路木ダムの維持管理

に係る支出を対象とするものでないため、本

予算を計上しているものでございます。 

 以上が、路木ダム裁判の概要でございま

す。 

 河川課は、以上です。よろしくお願いしま

す。 

 

○松永港湾課長 港湾課です。 

 説明資料27ページをごらん願います。 

 まず、一般会計について御説明いたしま

す。 

 １段目の港湾管理費として、３億998万円

を計上しています。 

 ３段目の港湾諸費は、港湾統計事務に要す

る経費で、４段目の海岸諸費は排水施設等の

海岸施設の維持管理費です。 

 その他、港湾審議会の開催経費等を計上し

ています。 

 次に、最下段の港湾建設費として45億2,83

9万3,000円を計上しています。 

 主なものを説明いたします。28ページをご

らん願います。 

 まず１段目の、重要港湾改修事業は、八代

港における土砂処分場の整備や臨港道路の冠

水対策を、また熊本港における防砂堤整備等

を行うものです。 

 ２段目の地方港湾改修事業は、長洲港にお

ける防波堤整備等を行うものです。 

 次に、３段目の海岸高潮対策事業は、海岸

保全施設の防災機能を確保するため、大型樋

門の電動化及び老朽化した護岸や排水機場の

補修等を行うものです。 

 下から２段目の国直轄事業負担金は、国が

実施いたします事業の県負担金となっており

ます。 

 最下段の港湾環境整備事業は、熊本港にお

いて海洋環境の保全のためにしゅんせつ土砂

の処分場を整備するものです。 

 次に、29ページをごらん願います。 

 １段目の単県港湾整備事業は、舶地や航路

のしゅんせつ事業を実施するほか、三角港、

長洲港における海辺空間の環境整備や八代港

におけるクルーズ船寄港による利活用促進を

図るための施設整備等を地域の元気臨時交付

金を活用して行うものです。 

 ２段目の港湾補修事業は、岸壁や浮桟橋等

の補修を行うもので、八代港ほか８港で実施

いたします。 

 ３段目の海域環境創造事業は、百貫港にお

いて、しゅんせつ土砂を活用して干潟の再生

を図るものです。 

 次に下から３段目の、空港管理費として４

億8,428万3,000円を計上しています。これは

天草空港の管理運営や施設の修繕等を行うほ

か、防災拠点としての機能向上を図るための

整備を、地域の元気臨時交付金を活用して行

うものです。 

 次に、30ページをごらん願います。 

 最上段の港湾整備事業特別会計繰出金は、

港湾整備事業特別会計における起債償還の財

源に充てるための一般会計からの繰出金で

す。 

 以上、港湾課の一般会計として、最下段の

とおり66億2,713万1,000円を計上していま

す。 

 続きまして、31ページをごらん願います。 

 港湾整備事業特別会計について御説明いた

します。 

 １段目の施設管理費として、６億5,162万

5,000円を計上しています。これは、各港の

管理事務所等における施設管理費及び維持修

繕を行うための港湾修築費です。 

 また、庁舎管理業務の債務負担行為を設定

しております。 

 次に、最下段の港湾整備費として１億円を
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計上しています。これは、次の32ページの１

段目に記載しております県管理港湾施設整備

事業として、八代港における物流拠点の機能

向上を図るためのフルガントリークレーン設

置費用の初年度分で、あわせまして27年度か

ら29年度までの債務負担行為を設定しており

ます。 

 次に、下から２段目の公債費として、起債

償還の元金と利子を合わせまして23億2,342 

万5,000円を計上しています。 

 以上、港湾整備事業特別会計につきまして

は、最下段のとおり30億7,505万円を計上し

ています。 

 続きまして、33ページをごらん願います。 

 臨海工業用地造成事業特別会計について御

説明いたします。 

 １段目の、熊本港臨海用地造成事業費とし

て5,000万円を計上しています。これは、熊

本港周辺海域における漁業の振興を図るた

め、漁場の整備や稚魚の放流等を行うもので

す。 

 次に下から２段目の、公債費として起債償

還の元金と利子を合わせまして、5,675万4,0

00円を計上しています。 

 以上、臨海工業用地造成事業特別会計につ

きましては、最下段のとおり１億675万4,000

円を計上しています。 

 港湾課は、以上です。 

 

○古澤砂防課長 砂防課でございます。 

 説明資料の35ページをお願いいたします。 

 平成26年度当初予算について御説明申し上

げます。 

 上から４段目、砂防費でございますが、こ

れは各事業の合計でございまして、83億9,35

5万3,000円を計上しております。 

 主な事業を申し上げます。次の段の通常砂

防事業費で、５億5,133万9,000円を計上して

おります。これは、砂防指定地内の渓流にお

きまして、土砂災害を未然に防ぐため砂防堰

堤等を行うもので、八代市妙見川ほか12カ所

で予定しております。 

 次の段の地すべり対策事業費で、１億2,76

0万円を計上しております。これは、地すべ

り防止区域内におきましての地すべりによる

被害を防止あるいは軽減するために、地下水

排除工などを行いましたものでございます。

天草市の大地ほか２カ所を予定しておりま

す。 

 次の、急傾斜地崩壊対策事業費でございま

す。11億9,422万5,000円を計上しておりま

す。これは急傾斜地崩壊危険区域内におきま

して、崖崩れ等によりまして急傾斜地の崩壊

を防止するための擁壁工等を行うものでござ

います。玉名市の穴の口ほか33カ所を予定し

ております。 

 次の段の、単県砂防事業費でございます。

３億3,350万円を計上しております。これ

は、国の補助事業の対象とならない小規模な

ものを県が整備するものでございまして、三

角町の大田尾川ほか４カ所、また熊本広域大

水害に関連いたしまして、菊池市の狐塚川ほ

か４カ所、合わせまして計10カ所を予定して

おります。 

 一番下の段の単県地すべり対策事業費でご

ざいますけれども、3,157万9,000円を計上し

ております。これも、国の補助事業の対象と

ならない小規模なものを県が整備するもの

で、天草市の城山地区ほか７カ所を予定して

おります。 

 36ページをお願いいたします。 

 １段目の、単県急傾斜地崩壊対策事業費で

１億7,052万6,000円計上しております。これ

も先ほどと同様、国の補助対象とならない小

規模のものを県が整備するもので、菊池市の

古川地区ほか15カ所を予定しております。 

 それから、上から４段目、国直轄事業負担

金でございます。２億5,567万4,000円を計上

しております。これは、国が行います川辺川

流域での砂防施設整備のための県の負担金で
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ございます。 

 次の段の砂防激甚災害対策特別緊急事業費

で、31億5,000万円を計上しております。こ

れは、平成24年７月の熊本広域大水害におき

ます土石流によりまして甚大な被害のありま

した地域に対して、再度災害防止という観点

から、阿蘇市坂梨地区ほか24カ所を予定して

おります。 

 次の段の火山砂防事業費で12億9,780万円

を予定しております。これは火山地域におき

まして砂防堰堤等の砂防施設を整備するもの

で、熊本市の木留川ほか28カ所を予定してお

ります。 

 次のページの、37ページをお願いいたしま

す。 

 一番上の土砂災害警戒避難対策事業費で、

12億7,585万円を計上しております。これ

は、土砂災害に対する警戒避難対策の整備強

化を図るため、土砂災害警戒区域等の指定の

ため基礎調査を行い、また土砂災害関連情報

を提供するための費用でございます。 

 次の段の、砂防設備等研究改築事業費で、

１億500万円を計上しております。これは、

既存の砂防設備の有効活用ための改築費用で

ございまして、今年度は亓木村の横手谷川を

予定しております。 

 以上、最下段でございますが、砂防課の当

初予算といたしまして、合計87億9,053万4,0

00円でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 

○坂口建築課長 建築課でございます。 

 説明資料の39ページをお願いいたします。

建築課予算の主なものを御説明いたします。 

 ３段目の、くまもとアートポリス推進費で

ございますが、1,510万円を計上しておりま

す。これは、アートポリス事業の運営・企画

などに要する経費、及びアジア国際シンポジ

ウムの開催に要する経費でございます。 

 次に５段目の建築基準行政費でございます

が、8,012万7,000円を計上しております。こ

れは、建築基準指導業務及び建築物の防災対

策を推進するための経費等でございます。こ

の防災対策の推進に関しましては、法改正に

より耐震診断が義務づけられました大規模建

築物等の耐震診断への補助に要する経費も計

上しております。 

 次に、資料の40ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の市街地環境整備促進費でございま

すが、5,180万1,000円を計上しております。

これは、民間建築物のアスベスト回収を促進

するため、既存建築物に関する実態調査を含

めたデータベースの整備等に要する経費でご

ざいます。 

 以上、建築課分といたしまして、最下段で

ございますが４億6,044万円を計上しており

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○田邉営繕課長 営繕課でございます。 

 説明資料の41ページをお願いいたします。

営繕課予算の主なものを御説明いたします。 

 ３段目の営繕管理費でございますが、５億

632万円を計上しております。これは、県有

施設の保全改修等に要する経費でございま

す。 

 以上、営繕課分としまして最下段のとおり

６億9,182万9,000円を計上しております。 

よろしくお願いいたします。 

 

○平五住宅課長 住宅課でございます。資料

の43ページをお願いいたします。 

 まず１段目の住宅管理費でございますが、

９億5,071万4,000円を計上しております。 

 主なものですが、３段目の公営住宅維持管

理費といたしまして７億9,048万9,000円を計

上しております。これは、県営住宅の維持管

理に要する経費でございまして、指定管理者

への委託料や管理事務費などでございます。 

 次に下から４段目の住宅建設費でございま
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すが、11億324万6,000円を計上しておりま

す。 

 主なものですが、次の44ページでございま

すが、１段目の公営住宅ストック総合改善事

業費といたしまして９億1,543万4,000円を計

上しております。これは、県営住宅の長寿命

化のための外壁改修や屋根防水改修などに要

する経費でございます。 

 最後に３段目の、高齢者向け優良賃貸住宅

供給促進事業費といたしまして１億8,571万

円を計上しております。これは、高齢者向け

優良賃貸住宅の家賃減額補助とサービス付き

高齢者向け住宅を整備する民間事業者への補

助などでございます。 

 以上、住宅課の平成26年度当初予算額は、

最下段のとおり20億5,396万円を計上させて

いただいております。 

 住宅課は、以上でございます。よろしくお

願いします。 

 

○平尾都市計画課長 都市計画課でございま

す。資料45ページをお願いいたします。 

 議案第86号熊本県都市公園条例の一部を改

正する条例の制定についてでございますが、

資料の49ページの概要により御説明をいたし

ます。 

 なお、参考資料として新旧対象表をお配り

しておりますので、あわせてごらんくださ

い。 

 まず、２の制定改廃の必要性でございます

が、熊本県民総合運動公園の改修に伴い使用

料の見直しを行うとともに、消費税法の一部

改正に伴い使用料の見直しを行うものでござ

います。 

 次に、３の内容につきまして御説明いたし

ます。 

 まず(1)でございますが、平成26年４月１

日から消費税率が５％から８％に改正される

ことに伴い、県営都市公園の有料施設の使用

料の額について、改正後の消費税相当額を上

乗せした額に改定するものでございます。 

 次に(2)でございますが、熊本県民総合運

動公園のテニスコートについて、クレーコー

トを人工芝のコートに改修したことに伴い、

使用料のクレーコートの区分を削除するもの

でございます。また屋内運動広場の夜間照明

につきましては、夜間照明を４分の１ずつ使

用できるように改修したことに伴い、使用料

に４分の１点灯の区分を設けるものでござい

ます。 

 なお、この条例の施行日につきましては、

平成26年４月１日としております。 

 説明は、以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。ただいまの説明について、質疑はありま

せんか。 

 

○池田和貴委員 済みません、河川課の路木

ダムの事業についてなんですが、今御説明を

いただきました。ちょっと、今御説明をいた

だいたんですが、尐し私が理解できない部分

もあったので、ちょっとそこを確認をさせて

いただきたいと思うんですけど、まずは、こ

の熊本地方裁判所の判決言い渡し文の資料が

あります。この中で(3)の、特に「路木ダム

建設事業に関して、本判決確定時までに支払

いの義務が生じたものを除く公金を支出して

はならず、契約を締結し、又は債務その他の

義務を負担してはならない」というところが

あるんですが、ちょっとひとつ疑問なのは―

―専門家じゃないもんですから――本判決確

定時というのはどういう状況を言うのかとい

うのがまず１つと、それと債務その他の義務

を負担してはならないというふうになってい

るんですが、今回この管理費用ですとか環境

調査等の費用が計上されていますが、ここは

この３番には当てはまらないというふうに考

えていらっしゃることでよろしいんですか
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ね。ちょっと、そこをもう１回説明をお願い

できますでしょうか。 

 

○村上河川開発室長 まず１つ目の問いの、

「本判決確定時」というところですけれど

も、先ほど御説明しましたように、明後日が

控訴期限になっております。控訴するしない

は今まだ決定はしておりませんけれども、控

訴しない場合は３月14日をもって確定をする

と。控訴をした場合は、控訴審がそれ以降続

きますので、まだ確定はしないということで

あります。 

 ２つ目の、「債務その他の義務を負担して

はならない」という内容ですけれども、これ

は先ほどの説明のとおり建設事業費の残りの

分を支出してはならないということになって

おります。 

 今回の当初予算は維持管理費ですので、そ

の分とは切り離して考えております。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 はい、わかりました。出さ

れている予算としては、この判決の３番に当

たらないというような認識だということの説

明だったというふうに思いますが、わかりま

した。 

 それと、これは私は地元天草市なんです

が、今回のその路木ダムについては、今回の

判決で利水と治水の部分の治水部分について

の判決だったというふうに思っております。 

 ただ、天草市としては、当然これつくると

きから天草市自体も平成25年度中に事業を完

了してほしいと、26年度から自分たちは水道

事業に着手したいんでという話はずっとあっ

て、そういった要望を受けて私たちもやって

きたところがございます。地元住民の人たち

が水を望む要望書もかなり出ておりましたん

で、これ実際今度いつ……知事の答弁の中に

も、天草市の水道事業に影響しない形で終わ

らせたいというような答弁をされております

が、今回のこの判決によって、その天草市の

事業に対して影響が出るようなことはないん

でしょうかね。 

 

○村上河川開発室長 利水の分でございます

けれども、今回の差しとめの対象は路木ダム

建設事業に係る支出でございまして、維持管

理や利水が違法とされたものではございませ

んので、完成した路木ダムを来年度から供用

開始することに問題はないと考えておりま

す。 

 

○池田和貴委員 わかりました。これは天草

市にも影響してくることだと思うんです。天

草市のほうとも十分協議をしながら進めてい

ただくことを要望しておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○松岡徹委員 関連して路木ダム関係につい

て。 

 判決全文はかなり膨大なものなので、私は

ここに何ページかコピーをして持ってきてお

ります。94ページでは、「県知事は、「路木川

では昭和57年７月豪雤の際においても堤防の

決壊や路木集落における家屋の浸水被害は発

生しなかった」という過去の洪水被害状況を

全く考慮することなく、本件整備計画を策定

したものであって、本件整備計画等は、河川

法16条２項や施行令10条１号等に違反して作

成されたものといわざるを得ない」「本件整

備計画等は、重要な事実の基礎を欠くもので

あり、県知事の裁量権の範囲を逸脱又はこれ

を濫用したものとして違法である」こういう

ふうに94ページではですね。 

 あといろいろありますけども、109ページ

の結論というところでは、「本件計画規模(本

件治水安全度)を前提としても、本件破堤氾
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濫被害想定の事実的基礎及び合理性の欠如は

明白であって、その結果、本件整備計画等の

内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く

ものとなっているというべきであり、したが

って、本件整備計画等は、県知事の裁量権の

範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして

違法であるといわざるを得ない」こういうふ

うにしているわけですけど、90億余りのお金

を投入して路木ダムをつくるということが進

められてきた。私も、一般質問や建設委員会

等で繰り返しこの路木ダムの問題については

取り上げてきたんですけど、こういう判決が

出ました。 

 それで、村上室長も急に出て大変だと思い

ますので、知事、当時の部長の責任が大きい

と思います。同時に、その当時この路木ダム

に直接対忚してこられた、今、土木部の指導

部でいえば猿渡局長ですね、あなたのこの判

決に対する感想ですね、どんなふうな心境で

おりますか、今。あの当時かなり、私も含め

てあなたに対して、この路木ダム計画は改め

るべきだという申し入れ等で議論しましたよ

ね。それでこういう結果になったんですけど

ね。どうですか。 

 

○猿渡道路都市局長 当時、私は土木部の河

川課の土木審議員という席にいまして、担当

していたところでございます。 

 その当時もお話ししましたように、当時17

年４月…… 

 

○松岡徹委員 細かい、その結論が出た中身

はいいから、その感想というか気持ちね。 

 

○猿渡道路都市局長 私どもの主張が一部認

められないことにつきましては、大変残念だ

というふうに考えているところでございま

す。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 治水については、一部認めら

れてないんじゃなくて、治水そのものについ

てはいわば違法であると、河川整備計画その

ものが違法であるというふうに言っているわ

けでしょう。そこは認めますね。猿渡さん、

どうですか。 

 

○猿渡道路都市局長 一審判決によります

と、治水については認められないというふう

に言われたということは理解しております。 

 

○松岡徹委員 あとは村上審議員のほうに

ね。 

 それでね、こういう河川整備計画そのも

の、ダムそのもの、治水用のね。そのものを

いわば違法とするような判決ですね。全国に

他に例がありますか、幾つか。 

 

○村上河川開発室長 今回の裁判所の判断と

いうのは、非常にまれなケースだと思ってお

ります。 

 

○松岡徹委員 まれというか、ないでしょ

う。いわば河川整備計画そのものが違法だと

いうような判決はありますか。 

 

○村上河川開発室長 ほかにはないと考えて

おります。 

 

○松岡徹委員 問題は、この判決の中身が、

いわゆる何というか論理展開上ああだこうだ

で違法ということにとどまらない。どう言っ

ているかというと、事実的基礎及び合理性の

欠如と言っているわけですよ。この事実的基

礎の欠如というのは、事実の問題を問うてい

るわけですね。 

 ちょっと聞きますけど、熊本県がかかわっ

た裁判で、福岡高裁で既に判決が確定してい

ますけど、川辺川利水訴訟のいわば核心部分

ですね、判決が確定した、について何か理解
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ありますか。わからぬならわからぬでいいで

すけど。 

 

○村上河川開発室長 その利水訴訟の中身に

ついては、よくわかりません。 

 

○松岡徹委員 この土木部の執行部の中で農

水か何かにおられてわかる人がおられたら、

どなたか発言してもらえますか。いないです

ね、いいです。いないならば、ちょっと。 

 川辺川利水訴訟がなぜあの当時亀五農水大

臣が上告をいわば断念して、福岡高裁判決が

確定したか。これは、まさに事実認定の問題

なんですよ。数の問題だったんですよ。 

 具体的には、土地改良法の87条に基づくそ

の３分の２の同意ね。３分の２の同意という

のは、66.6666％なんですよ。ところが、用

排水については65.66、区画整理については6

4.82％の同意しかなくて、66.66、３分の２

にはわずかに届かなかった。しかし、これは

事実の問題、数の問題だから、いわばどんな

にあがいても、いわば勝ち目はないというこ

とで、当時の亀五大臣は上告を断念したんで

すよ。 

 それと同じで、今回のいわば路木ダムの治

水についての判決というのは、事実のいわば

基礎的なもの、これをいわばきちっと根拠に

した判決をしているわけですから。14日が期

限と言うけれども、私はこの路木ダムについ

ていろいろ取り組んできましたし、多くの人

がかかわってきた。知事はわざわざメディア

にまで出て、いわばスタンドプレー的ないろ

んなことをなさったけど。そしてお金をつぎ

込んでこういうことになった。これ以上無益

な治水事業は進めるべきじゃないと、上告は

断念すべきだということをまず指摘をしたい

と思います。 

 それから尐し事実の問題で聞きたいんです

けど、いわば路木ダム建設事業費のその残額

ね、これは幾ら残っとっとですか。 

 

○村上河川開発室長 御質問は、主文の３項

に当たります公金支出の差しとめ分と理解し

てよろしいでございましょうか。 

 

○松岡徹委員 半額たいな、要するに。 

 

○村上河川開発室長 差しとめに当たる金額

は、建設事業費94億円のうち約4,500万円で

ございます。 

 その主な内容としましては、現在行ってお

ります試験湛水の完了後に行うダム周辺の安

全を確認する調査業務等の費用でございまし

て、この残事業の取り扱いについても、現在

あわせて検討をしているところでございま

す。 

 

○松岡徹委員 それから、当然国の補助金を

いただいてやってきたわけですね。このいわ

ば補助金はどれだけになりますか。 

 

○村上河川開発室長 全体事業費94億円でご

ざいまして、国のそのうちの負担率というの

が41.4％になります。ですので、全体としま

しては38億9,000万円程度になろうかと思い

ます。 

 

○松岡徹委員 結局は、その94億のうち、い

わば費用38億、それ以外は貴重な県費を投入

して、いわば違法なダム建設を進めてきたと

いうことが問われていると思います。 

 その点で、改めて知事や土木部の責任を問

いたいと思いますけど、その上で、いわゆる

控訴は断念すると、その上で２つちょっと提

案したいのは、１つは知事がこの路木ダムに

ついては一旦立ちどまって検証しますと言わ

れた。しかし検証は、いわば部内での、県庁

の部内での路木ダムの検証報告書が出てき

た。それから公共事業再評価監視委員会での

審査もありましたけども、これは私も一般質
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問で取り上げたけども、ダムのことはわから

ぬから別で議論してもらおうと。そして写真

が間違っていることも明らかになった。国道

の浸水場所が違っていることも明らかになっ

たけれども、そういうようなことについて

は、いろいろあるけれどもここで打ち切って

結論を出しましょうということで、あの公共

事業再評価委員会自体も非常にいわば的確で

ない審議をしたと言わざるを得ないと思うん

ですね。ですから私は、なぜこういうふうに

なったのかということを本当に地元の関係者

も含めて路木ダムの再検証ですね、なぜこう

いう違法なダムという、治水ダムということ

に至らざるを得なかったということの検証の

場を設けることを提案したいと思います。 

 もう１つは、池田委員からもお話があった

ように、いろんな、既にもうダムはできてい

る。利水はどうするのか、利水は必要だとい

う声はもちろんあるし、必要でないという声

もあるし、ダムがあれば環境が壊されるとい

う厳しい指摘もある。そういうのを含めて、

この現時点で今後路木ダムをどうしていくの

かということも、これまた県庁の中だけでの

検討・検証じゃなくて、いわば県民や学識者

も含めた開かれた検討・検証の場をつくると

いうようなこと、この２つを提案をしておき

たいと思います。 

 路木ダムについては、以上です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。では、

この路木ダム。 

 

○城下広作委員 いろいろ、いろんな委員の

話も聞いておりますけど、聞きますけど、い

ろんな言い方、理由もいろいろさまざまあっ

て、理解できるところ。 

 ただ、先ほど14日までには県の対忚をどう

するか決めるということですから、今の段階

ではっきり言っていただければまだ問い方が

違うんですけども、いずれにしても最終的に

は県がどのような判断を下すかということを

注視したいと思うし、きょうはこの委員会に

あえて維持管理という予算が出ていると。こ

れに対して我々はどうするかということの判

断をしなければいけない、現実に。控訴の期

間とこれを決定するのはちょっと時間差があ

るもんですから。現実にできていることで、

これ維持管理の予算を上げないと問題がある

ということだと思うんですが、具体的にはど

ういう問題があるという格好になりますか

ね。現にできているダムでこの予算が計上さ

れなければ問題になるというようなことを、

ちょっともう一度。 

 

○村上河川開発室長 今回、予算に計上して

います中身としましては、今できているダム

の設備関係の警備あるいは施設の点検整備等

が、維持管理費に当たります。また、今でき

ている周辺の環境へ与える影響の調査なども

やってモニタリングもやって、安全を確認す

る必要もあります。そのあたりをやらなくて

は、設置者としての管理義務は果たせないと

考えておりますので、ぜひそれは維持管理と

してやっていかなければならないものと考え

ております。 

 もう一つは利水の面でございますけれど

も、安全な水を安定的に供給するためには、

バルブを動かす電気代であったりいろいろな

経費がかかってまいります。それも今回の維

持管理経費の中に含めてございます。それ

も、ダム機能を適切に維持していくためには

必要不可欠な経費と考えておりますので、そ

ういう維持管理経費を今回の予算に計上して

あります。 

 

○城下広作委員 了解でございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○城下広作委員 はい。 
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○内野幸喜委員長 あと、この路木ダム関連

の質問はよろしいですか。 

 

○堤泰宏委員 維持管理の話ですたいね、こ

の裁判ではつくったやつが違法というわけで

しょう。建設したことが違法という判決でし

ょう、これは。だから維持管理にはこれは触

れてないと思っていいんじゃないの。 

 

○村上河川開発室長 私どもも建設事業に係

るものとしての提訴の内容であり判決の内容

であったと、維持管理は別ということで判断

しております。 

 

○内野幸喜委員長 対象外と。 

 

○堤泰宏委員 そげん言えばよかたい。判決

はそぎゃんなっておる。 

 

○松岡徹委員 そこは必ずしも、その他のと

かいろいろあるからね。そこはだから、よく

ちょっと、単純には今堤委員が言うたふうに

はいかぬだろうとは思いますけどね、それは

それぞれのお立場、主張でいいと思いますけ

れども。 

 

○堤泰宏委員 先ほど松岡先生が言われたよ

うに、今後ダムをどうするかとかいうのは裁

判の控訴云々も含めて、その後にこのダムが

どうかということをまた論議しなければいけ

ないことだろうというふうに思います。 

 そういうこともあって、今はこの委員会の

予算がどうかということを我々が判断すると

いうのを、材料としてどう考えるかというの

が非常に大事だなということで、確認をすべ

きだなと思います。 

 

○内野幸喜委員長 そうですね。ほか、あり

ませんか。 

 それでは、この路木ダム関連の質問は、こ

れで終わらせていただきたいと思います。 

 そのほか質疑を受けたいと思います。質疑

はありませんか。 

 

○松岡徹委員 土木部の予算全体のとらえ方

で、結局はそれぞれの個別の議案も、一般会

計予算もそうなんだけど、消費税増税込みに

なっているわけですね。５％から８％になる

というようなことで、土木全体でどのくらい

の大体その負担増になるのかというようなこ

とですね。 

 それから全国的には、僕が調べたところで

は、来年度の一般会計予算で大体4,500億円

ぐらい、いわば国の歳出増になるらしいんで

すよ。だから、それがどのくらいになるのか

なと。わかればですね。 

 それともう１つね。８％になれば消費税の

地方分が1.7％になるということなんだけ

ど、初年度は、つまり来年度はその0.7％分

は見ないというふうに国の予算作成ではなっ

ているらしいんですよ。そうなると、いわば

消費税分で入るのは尐なくて、出るのは増税

分そのまま出るという二重の意味での問題が

あるんじゃないかなと。私自身は、今もう景

気の底割れの危険すらあるというぐらいに、

今指摘されているように、アベノミクスによ

る景気回復どころか、もう非常に見通しが暗

くなっている中で、景気対策を言うなら、好

循環を言うならば、今でもやっぱり消費税増

税は中止にすべきだというのが私の立場なん

だけど、土木部の予算全体の中でのその消費

税増税分と、いわば地方にくる消費税分の関

係とかね、その辺のところをわかる範囲でち

ょっと示していただければと思います。 

 

○成富監理課長 今回、土木部全体で大体、

当初予算では一般会計ベースで879億出して

います。大体、今委員言われたように、この

中で大体消費税が課税される分の５から８％
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に上がる分の３％分についてはおおむね大

体、概算の概算ですけども、大体16億ぐらい

土木部全体予算ではあると思ってます。 

 県全体で、この国ベースで4,500億、その

ベースはちょっと把握できませんので、お答

えできません。 

 最後の地方に与える1.7％分が初年度はや

はり国の指示によりまして、確かに委員おっ

しゃるとおり12分の２で地方財政計画を立て

ろという指示が財政当局にきているみたいで

す。その分につきましては、原因はやはり駆

け込み需要で景気の落ち込みがあるだろうと

いうのと、まず消費税が課税される期間と決

算時期の納付時期があるもんですから、どう

しても初年度は全額分納付がこないもんです

から、そういう形になるということで、長い

目で見るとずうっと１年おくれで補塡する形

になりますけども、委員おっしゃるように26

年度単年度だけ見ると、おっしゃるように1.

7％分は全部こないという状況になってま

す。 

 これを財政当局はどう考えてるかと申しま

すと、御存じのように地方財政計画をつくら

れるときに、今年度一忚もめたのが、歳出特

別枠というのがございます。これが25年度は

１兆4,950億ありましたけれども、これが大

体26年度も1,190億確保されている、前年同

額が歳出ベースで確保されてます。もう一つ

歳入ベースで別枠予算というのが、これも地

方と国でもめたんですけども、9,900億あっ

たんですけども、それは26年度は6,100億、

一忚地方の意見を踏まえて、税収不足に対し

て6,100億はまだ26年度もやるというような

措置もとられておりますんで、その辺を勘案

すると、ある程度国のほうでも地方財政ベー

スでその税収が補塡できない分については、

ある程度の補塡がされてると考えてもいいの

ではないかと。あと経済対策でも、今年度国

でもいろいろ経済対策をされましたんで、そ

れも国庫が入ってきますんで、そういう分を

含めるとかなり国のほうでもある程度の措置

をされているんではないかというふうに、財

政当局からもお聞きしております。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○松岡徹委員 今のはそれでいいです。次

に、ほかの件でちょっといいですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 再び河川課に戻りますけど、

23ページですね、23ページの国直轄事業負担

金の中で立野ダム関係ですね。これは幾らに

なりますか。 

 それから、それを合わせてこれまでの立野

ダム関係のその県の負担といいますか支出総

額ですね、わかれば。 

 

○村上河川開発室長 23ページの国直轄事業

負担金34億2,300万のうち立野ダムへの負担

金は今回６億3,700万円を積んでおります。 

 今まで幾らかという御質問でございますけ

れども、申しわけございません、ちょっと今

手元にはございません。 

 

○松岡徹委員 それなら後で。 

 それからあと40ページの、建築課のアスベ

スト関係ですね。これは何ですか、実態調査

のあれですか、さっきのお話では。 

 

○坂口建築課長 これはアスベストの実態調

査を含めたデータベースの作成でございま

す。これ平成22年からずっと建築物の実態ず

っと引き続き調査してきましたが、25年度か

ら今度はそのデータをもとに、本当に建築物

についてアスベスト状のものが――これなか

なか個人ではわかりませんので――吹きつけ

られているかどうかということを今各戸に、
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各建物の所有者にお尋ねして、アスベストを

確認しているものでございます。それを引き

続き行っていくということで対忚する予算で

ございます。 

 

○松岡徹委員 このアスベストについては、

以前、国交省とか厚生労働省とか関係する省

が全部集まって検討チームがつくられて、ア

スベスト問題への当面の対忚についてという

のが以前出されているんですね。これに基づ

いてのいわば熊本県としてのあるいは土木部

としてのガイドラインなどによる、その事業

者あるいはその従事者などへの徹底ですね、

そういうのは何かホームページとか何かでな

されていますか。 

 

○坂口建築課長 このアスベストの緊急の

(｢当面の対忚」と呼ぶ者あり)含めまして、

実は平成18年からこれは神戸のほうで工場の

飛散アスベストの問題ございまして、それに

対忚する形で民間建築物のアスベストの緊急

回収促進事業というのも行っておりまして、

アスベストが吹きつけられております建物の

アスベストの除去につきまして、県費も入れ

まして補助の上で除去の対策を進めておりま

す。 

 それから、建物の解体時などにアスベスト

が飛散するおそれがございますので、これに

つきましては労働基準局あるいは衛生部局と

連携いたしまして、土木部としましても解体

時のアスベスト飛散に取り組んでおります。

また、このような内容につきましては、国の

ホームページもございますが、県におきまし

てもいろいろな対策につきまして注意喚起の

ページを立ち上げているところでございま

す。 

 

○松岡徹委員 それは、何かガイドラインと

かいう形でまとまったものですか。 

 

○坂口建築課長 今、県の対策として、そこ

までまとめたのはたしかつくってなかったと

思いますが、済みませんちょっと申しわけご

ざいませんが、関係部局とはいつも連携をと

りながら対忚させていただいております。 

 

○松岡徹委員 この政府の、アスベスト問題

への当面の対忚という文書を読んでみると、

その中で一つの項目として、政府としての過

去の対忚の検証というのがあるわけですね。

つまりアスベストというのは大体1,000万ト

ンぐらいが輸入されて、そしてその大半が建

材に使われて、大体潜伏期間があるから1980

年、90年代ぐらいに曝露した方々に症状が出

てくるというか、そういうのもあって、やっ

ぱり、かなり国際的には日本の政府の場合は

アスベスト対忚がおくれたんですよね。そう

いう点で過去の対忚の検証という項目が入れ

られていると思いますけど、熊本県としては

何かこのアスベスト問題についての過去の対

忚の検証についてなされた文書か何かありま

すか。  

 

○坂口建築課長 今、現在ちょっと手持ちで

は持っておりませんが、国からアスベストに

つきましては県有建築物の除去を平成の初め

のほうにはちょっと行ってますが、平成18年

度に新たにまた問題が出たということで、再

度そういった建築物におきますアスベストの

対策を進めております。 

 ただ、今おっしゃいましたように全体とし

ての取り組みの方針を確認した文書は、ちょ

っと手持ちに持っておりませんが、我々の事

業もやはり建築物に吹きつけられております

アスベストが飛散いたしますと、長期にわた

って影響が大きいものですから、この事業に

つきましては引き続き県の建築物対策として

取り組んでいきたいというふうに思っており

ます。 
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○松岡徹委員 このアスベスト問題というの

は、過去の問題じゃなくて現在の問題だし、

これからの大問題なんですね。ですから厚

生、環境、土木、関連するところが連携して

抜本的な対策強化を一層強めていただきたい

ということを申し上げて、あと１つ。 

 住宅課関係44ページに関連してちょっと伺

いますけど、国が住宅リフォーム事業につい

て制度化を行ってますよね。私が調べたとこ

ろによると補助が３分の１で限度額が200万

と100万で、予算総額が50億6,900万と、約7,

000戸分というようなことを聞いておりま

す、ちょっと文書で見ました。細かいその実

施基準とか何かというのは、私が読んだ時点

の文献ではこれから煮詰めるということにな

っておりますが、この国の住宅リフォーム事

業のいわば具体化といいますか、その辺は何

か直近のところでどこまできているのかなと

思って、県では大体どのくらいの規模になる

のか、全国で約7,000戸といった場合に、枠

としてですね。その辺おわかりでしたら、ち

ょっと教えていただきたい。 

 

○平五住宅課長 国が進めておられますリフ

ォーム事業というのは幾つかメニューがござ

いまして…… 

 

○松岡徹委員 今までのあれじゃなくてね、

今まではエコとかいろいろあったでしょう。

そういうのじゃなくて。 

 

○平五住宅課長 今一番新しいもので、長期

優良住宅がリフォーム推進事業というのが平

成25年の補正で予算がついておりまして、こ

れはリフォーム費用の３分の１、戸当たりで

最大100万補助すると。補助の対象としては

劣化対策とか耐震化とか、そういう目的がご

ざいますが、そういったものの事業は立ち上

がっているところまでは承知しております

が、それから先の詳しいこと、これ実際民間

に対して直接補助をされる制度ということに

なりますので、やはりそういったリフォーム

したいということで、手を挙げたところがそ

ういった適用を受けるということで、熊本県

でどのくらいの規模になるかというのは、ち

ょっと把握できておりません。 

 

○松岡徹委員 今後、ちょっとこの問題はま

た個別に尐し検討していきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、これで質疑を終了します。 

 ただいまから本委員会に付託されました議

案第41号、第46号、第47号、第52号及び第86

号について一括して採決したいと思います

が、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」「委員長」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 さっき言いましたように、消

費税関係も絡みますものですから、今回は５

議案とも採決でお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 ５議案とも挙手採決です

ね。はい。 

 それでは、議案第41号、第46号、第47号、

第52号及び第86号について、挙手採決を行い

たいと思います。 

 原案のとおり可決することに賛成の方は、

挙手をお願いいたします。 

  （賛成者挙手) 

○内野幸喜委員長 はい、賛成多数をもちま

して、第41号、第46号、第47号、第52号及び

第86号については可決したいと思います。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査にすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 
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  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に報告事項でありますが、一旦ここで休

憩に入らせていただきたいと思います。 

 午後０時40分から再開したいと思います。 

 それでは、ここで一旦休憩とさせていただ

きます。 

  午前11時38分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時40分開議 

○内野幸喜委員長 では、ただいまから委員

会を再開します。 

 その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が８件あっており

ますが、報告７については先ほどの議案審査

の中で報告が済んでおりましたので、残りの

７件について執行部の説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から説明をお願いしま

す。 

 

○成富監理課長 それでは、まず報告事項１

をお願いいたします。 

 まず、この新熊本県建設産業振興プラン・

アクションプログラム(後期)案の概要でござ

いますけども、昨年の11月１日、第６回建設

常任委員会で１回御説明させていただいてお

ります。それ以降、建設業協会、専門工事業

団体と意見交換を行ってまいりました。おお

むね意見集約をしまして、今回再度御報告す

るということでございますんで、今回11月の

時点から変わった分だけの説明でよろしいで

しょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○成富監理課長 それでは、１ページ目は変

更がございませんので、２ページ、３ページ

をお願いします。 

 まず２ページ目の左側は変更ございません

ので、２ページ目の右側でございます。 

 ６の、魅力ある職場づくりの推進の細事業

の(20)雇用改善等の取り組みへの支援でござ

いますけども、②としまして就労環境改善へ

の企業の取り組みを支援ということで、これ

は26年度予算にも計上しておりますけども、

建設業者さんたちがいろいろな就労環境を改

善するために取り組まれる、例えば職場のト

イレの改修とかそういうものについて予算立

てをしておりますんで、それについてここに

記載している状況でございます。 

 続きまして(24)の③でございますけども、

人材育成の場の確保を図るため、行政、教育

機関、業界が連携し、確保策のあり方を検討

ということでございます。 

 御存じのように、県内の大学では熊本大学

以外、崇城大学とか東海大において、土木系

の学科がなくなっております。さらに九州測

量専門学校においても、土木系の科目がなく

なっている状況でございますんで、今後どう

やってそういう土木系の若手の技術者を育て

るかということを、こういう場で検討したい

というふうに思ってます。 

 さらに、高齢者等の人材バンクの登録のあ

り方についても、この中で検討していきたい

というふうに思っている状況でございます。 

 そういうことで、ここに記載し計上してお

ります。 

 続きまして、３ページ目の右側でございま

すけども、(54)適正な設計単価の設定という

ことで、今年度から既に始めておりますけど

も、実勢価格をより的確に反映した設計単価

の設定を行い予定価格に反映するという取り

組みを、後期の中でしっかり取り組んでいく

ということで記載している状況でございま

す。 

 プランの概要につきまして、以上で説明を

終わらせていただきます。 

 引き続きまして、報告事項２でございま

す。平成25年度熊本県発注工事に係る賃金実

態調査の結果についての御報告でございま
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す。 

 調査の目的としましては、平成25年度熊本

県発注工事に係る設計労務単価については、

平成25年４月１日から主要51職種平均で、前

年度と比較して13.5％引き上げております。 

 その結果として、適正な価格での下請契

約、下請負企業における技能労働者の適切な

水準の賃金支払いがなされているかの把握を

行うものでございます。 

 Ⅱの調査の概要でございますけども、１、

調査対象としましては、平成25年４月から９

月に、熊本県の農林水産部及び土木部が発注

した工事のうち、土木一式工事及び建築一式

工事を受注した建設業者にアンケート調査で

お聞きしております。及び、当該県発注工事

に係る下請業者の一部にお聞きしておりま

す。元請業者394者、下請業者204者、合計59

8者からお聞きしております。 

 調査方法は、郵送による書面調査。回答業

者519者。回答率86.8％。 

 ４の調査内容ですけども、１から６ありま

すように、１、公共工事設計労務単価の上昇

に関する認知度、２、平成25年度４月以降の

賃金水準の引き上げの実態ほか６までの項目

をお聞きしております。 

 ２ページをお願いします。 

 ２ページから、それぞれの調査結果の概要

でございます。 

 まず１つ目の、公共工事設計労務単価の上

昇の認知度ですけども、平成25年４月に大幅

に改定された公共工事設計労務単価の上昇に

ついては、75.5％の建設業者が認知してお

り、全国の状況とおおむね同様な認知度にあ

ったという状況でございます。 

 ３ページをお願いします。 

 ２、賃金水準の引き上げの実態でございま

す。 

 平成25年４月の公共工事設計労務単価の上

昇に伴い、公共工事設計労務単価が上昇した

ことを知っていると答えた建設業者のうち、

賃金水準を何らかの形で引き上げた、または

引き上げる予定と回答した建設業者は、元請

業者が69.2％、１次下請が69.9％であり、全

国の状況を大幅に上回っている状況でござい

ます。 

 ただ一つ、下の表を見ていただくとわかり

ますように、下が全国の引き上げの実態、上

が熊本県の引き上げの実態ですけども、それ

ぞれ調査期間がちょっとずれております。全

国のほうが平成25年７月から25年９月にされ

ています。県のほうは上のほうですけれど

も、調査期間が25年10月から12月ですので、

人手不足とか資機材不足が顕著となったのは

９月以降というような状況もありますんで、

この辺が尐しこういう差になったのかなとい

うことも原因ではないかと一つ思っておりま

す。 

 ４ページをお願いします。 

 ３の賃金水準の引き上げの理由ですけど

も、賃金水準を引き上げた、または引き上げ

る予定と回答した建設業者の主な理由は、元

請、１次下請ともに公共工事設計労務単価が

上昇したためと回答した建設業者が最も多

く、次いで、業績が好調で賃金に回せる資金

の確保ができるようになったためとなってお

ります。 

 ５ページをお願いします。 

 全国との比較でございますけども、全国の

状況と比べてみても、公共工事設計労務単価

が上昇、業績が好調で賃金に回せる資金を確

保できるようになった、若者の入職促進など

業界全体の発展に必要と考えたにおいて、元

請、一次下請とも熊本県のほうが大幅に上回

っている状況でございます。 

 ６ページをお願いします。 

 賃金水準を引き上げない理由についての、

アンケートの結果でございます。 

 賃金水準を引き上げないと回答した建設業

者の主な理由は、元請では経営の先行きが不

透明で引き上げに踏み切れないと回答したも
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のが76.8％で最も多く、次いで、発注者や元

請負人から請け負った価格が低く、賃金引き

上げの費用が捻出できないが65.8％となって

おります。 

 一方、一次下請では、発注者や元請負人か

ら請け負った価格が低く、賃金引き上げの費

用が捻出できないが88.3％と最も多く、次い

で、経営先行きが不透明で引き上げに踏み切

れないが61.1％となっております。 

 ７ページの右側をお願いします。 

 全国との比較でございますけども、全国の

状況と比べてみても、発注者や元請負人から

請け負った価格が低く、賃金引き上げの費用

が捻出できない、赤字補塡や運転資金に充当

する必要があり、賃金に回す余裕がない。経

営の先行きが不透明で引き上げに踏み切れな

いにおいて、元請、一次下請とも県のほうが

上回っております。 

 また、熊本県では一次下請において受注者

の立場では、発注者や元請人に賃金引き上げ

の費用を求めづらい、社会保険加入に必要な

費用に充当したいが、元請の２倍となってい

る状況でございました。 

 ８ページをお願いします。 

 ５、建設工事請負契約額の実態でございま

す。 

 平成25年４月の公共工事設計労務単価の上

昇に伴い、公共工事設計労務単価が上昇した

ことを知っていると答えた建設業者のうち、

平成25年４月以降新たに受注した建設工事の

請負契約額が増加したと回答した建設業者

は、元請で56.8％、下請が55.4％、変わらな

いと回答は元請で33.9％、下請が37.9％であ

り、両方とも増額したを上回っておりまし

た。 

 ただ全国との比較ですけども、データが全

国ベースで示されておりませんので、熊本県

だけのデータをお示ししております。 

 ９ページをお願いします。 

 下請負人の請負契約額の実態でございます

けども、平成25年４月以降、下請負契約を結

んだことがある建設業者のうち、下請負人と

の請負契約を増額させたと回答した建設業者

は61.6％であり、変わらないと回答した37.8

％を大幅に上回っております。 

 また、増額させたと回答した建設業者のう

ち、公共、民間ともに増額させた建設業者は

35.1％、公共工事のみ増額させたと回答した

建設業者は51.3％でございました。 

 最後、10ページをお願いします。 

 調査結果を受けての今後の対忚ですけど

も、今回の調査によって技能労働者等への賃

金引き上げについては、一定の成果が見られ

たと考えております。 

 最後の段落でございますけども、技術者、

技能労働者に係る適切な賃金水準の確保は、

建設業全体の喫緊の課題であり、適切な価格

での契約及び技術者、技能労働者の適切な水

準の賃金の支払いなどについて、行政、建設

業団体が一体となって引き続き取り組んでい

く必要があると考えております。 

 以上でございます。 

 

○立川用地対策課長 用地対策課です。 

 報告事項３をごらんください。 

 熊本県用地取得加速化パッケージについ

て、御報告させていただきます。 

 今回策定いたしました用地取得加速化パッ

ケージとは、事業効果の早期発現に向けて用

地取得を加速化させるための施策等の集合体

です。平成26年度から本格的に運用していき

ます。 

 パッケージメニューとしては、６項目ござ

います。 

 １番目と２番目は、既に取り組んでいるも

のでございますので、説明を割愛させていた

だきます。 

 ３番目の、公共嘱託登記司法書士協会等へ

の委託については、用地取得の隘路となって

いる高度な登記案件を専門的知識を有する公
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共嘱託登記司法書士協会等へ委託できるよう

にしました。 

 ①番から③につきましては、昨年９月から

運用しております。 

 ④新規の登記名義人と占有者が異なる場合

の時効取得訴訟業務についてです。 

 登記名義人と時効取得の要件を満たしてい

るであろう占有者が異なる場合、県への所有

権移転登記ができません。 

 このようなケースについて、一定の基準を

設けて占有者の時効取得を原因とする買収地

の登記名義変更請求訴訟についての業務委託

を行えるようにしたものです。 

 ４番目の、用地先行取得の推進(道路５路

線)については、バイパス事業において事業

計画年度の前期に用地補償費を重点配分し、

用地先行取得を推進し事業効果の早期発現を

促進するものです。 

 例えば、７年間で供用を目指す場合、事業

計画期間前半の３から４年度で用地取得を完

了できるよう、集中的に用地買収を行うもの

です。 

 事業の選定に当たっては、取得が完了しな

いと開通できず、事業効果が見えやすい道路

のバイパス事業とし、平成25年度以降に用地

取得に着手した比較的新しいバイパス事業を

対象としています。 

 ５番目の、用地補償説明業務の民間委託に

ついてです。 

 これは、県議会からも御意見をいただいて

おりました。４で述べた５路線において、さ

らなる用地取得の加速化を図るため、試行的

に用地補償説明業務の民間委託を導入するも

のです。これは、あくまで補償内容の説明業

務ということであり、補償業務管理士は用地

交渉の場に同席はいたしますが、契約締結に

係る事務は除かれます。 

 ６番目の、用地交渉における情報通信端末

の導入については、用地交渉時における地権

者への説明、情報提供用に情報通信端末を配

備し、用地交渉における「見える化」を促進

するものです。 

 具体的には、用地交渉時における計画平面

図とあわせて事業の完成イメージ図などで、

よりわかりやすく地権者に説明したり、その

場で代替地情報等を提示できるようにするも

のです。 

 特にマル新については、平成26年度から新

規に取り組むものです。 

 また、予算額は全て事業費予算の内数で

す。 

 さらなる用地取得の加速化に向けて引き続

き全力で取り組んでまいりますので、今後と

も委員各位の御支援と御協力をよろしくお願

いいたします。 

 報告は、以上です。 

 

○手島道路整備課長 報告事項４の、熊本県

道路公社が管理する松島有料道路の通行料金

についてをお願いいたします。 

 県が出資する熊本県道路公社は、平成26年

４月１日からの消費税の引き上げに伴う料金

改定を見送ることとしましたので、検討内容

も含めて報告します。 

 道路公社は、通行料金に消費税の引き上げ

を適正に転嫁するため、料金改定の許可権者

である国と相談しつつ検討を行ってきまし

た。 

 国は、消費税率引き上げに伴う料金改定の

許可においては、現行料金に消費税相当額を

加算し、円単位を四捨亓入し、10円単位で端

数処理した料金とすること、さらに増収が10

5分の108以内におさまることを確認すること

としております。 

 増収の確認は、平均料金の改定率によって

行われます。数式を記載していますが、105

分の108から１を差し引いた2.86％以内の改

定率におさまることが必要であり、2.86％を

超えると、俗に言う便乗値上げに当たりま

す。 
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 次に右側の、消費税引き上げに係る検討を

ごらんください。松島道路についての、具体

的な検討内容です。 

 表１をごらんください。Ａ欄は、現行の通

行料金を示しており、普通車から大型Ⅱの４

車種ごとに設定されています。 

 Ｂ欄は、平成24年度の車種ごとの実績から

求めた構成比でございます。 

 次にＣ欄ですが、Ａ欄とＢ欄から平均料金

を算定します。現行の通行料金の平均料金

は、②の190.5円となります。 

 続きまして、表２をごらんください。 

 Ｄ欄に示す赤文字は、表１のＡ欄に示す現

行料金に105分の108を乗じた後、円単位を四

捨亓入し、10円単位で端数処理した料金にな

ります。 

 次にＥ欄ですが、Ｄ欄とＢ欄から平均料金

を算定したもので、この結果は③に示すとお

り197.9円となります。 

 赤枠の部分をごらんください。②と③から

平均料金の改定率を算定すると3.89％となり

2.86％を超えることから、道路公社は料金改

定を見送ることとしました。 

 今回、料金改定を見送ったことによる税の

負担については、公社の経営にほとんど影響

はありません。また、県からの新たな支出は

必要ございません。 

 なお、道路公社は、将来消費税率がさらに

引き上げられる際には、今回改定を見送った

税率分も含めて検討することとしておりま

す。 

 以上、報告いたします。 

 

○内野幸喜委員長 １回ここで、１から４ま

で質疑を受けたいと思います。何か質疑はあ

りませんか。ありませんか。 

 

○松岡徹委員 建設産業振興プランで、この

前、この間ちょっと議論してきたことで、業

界団体との懇談でもちょっと指摘した点なん

ですけど、冊子の22ページの、企業の社会資

本の整備、防災、減災対策、老朽化対策を着

実に推進できるようというところで、以前、

私はこの50年間で2011年から60年までで国交

省所管の道路とか港湾とか空港とか190兆円

という話をここでしたことがあると思います

けど、最近調べてみたら、いわば建設年度と

かなんかを詳しく国交省が調べて、道路とか

港湾とか空港とか10分野について、190兆円

というのはどちらかといったら大ざっぱだっ

たので、かなりその細かく調べたらしいんで

すよ。建設年度ごとの施設数とか耐用年数と

か、そういうのを調査して試算を出したら、

10分野で210兆円になるというわけですね。 

 それで私は、やはり熊本県で例えば土木部

所管でいわば社会資本の老朽化対策とか、そ

ういうのをやっぱり建設産業の将来展望を考

えた場合に、毎年きちっと仕事がある、これ

は民需だけではなくていわば官の部分も含め

てね。私は官のほうはそういった形で国交省

がやっているように試算ができるはずだと思

うんですね。その辺のところを書かれている

わけですから、しっかり精査して、そして計

画化して展望も示していく、できるだけ予算

も確保していくと、積極的にですね。そうい

うことをちょっと改めて問題提起したいな。

以前190兆円と言っておったのが、最近調べ

てみたら210兆円になっておったので、なぜ

かなと思って見たら、そういうことでかなり

発展しておったので。 

 それからもう一つは、国の来年度政府予算

のいわゆる維持や修繕関係が公共事業全体の

予算では４分の１にとどまっていることらし

いんですよ。意外と、やっぱり防災減災と言

うけど、ダムとかあるいは例えばリニア新幹

線、主要道路が一朝何かあったときは代替ル

ートが必要だということで、新東名とかリニ

ア新幹線とかいろんなやつが盛り込まれてい

て、肝心のその社会資本の老朽化、維持管理

なんかの予算は４分の１にとどまっているん



第10回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成26年３月12日) 

 - 28 - 

ですね、国の予算の場合。それから県の場合

も、そこら辺もよく研究して留意していただ

いたらどうかなということですね。 

 これは答弁は要りません。一忚意見として

ね、せっかくの提案ですから。 

 それから29ページの、これはちょっと質問

ですけど、人材確保。若手技能者の確保・育

成の問題で、これも前回の業界団体のときに

ちょっと問題提起した点だけど、国土交通省

が2013年５月10日に出した標準見積書の活用

等による法定福利費の確保の推進についてと

いう指示があって、これを受けて日経連も法

定福利費を内訳明示した見積書の活用のマニ

ュアルというのを７月13日に出しているわけ

ですけど、このいわゆる標準見積書に基づく

その法定福利費の確保策ですけど、これは熊

本県としては何か具体的な手だてというか、

業界との話し合いとか何かやっておるんです

か。 

 

○成富監理課長 日経連におきましては、基

本的に日経連は大手企業の集まりなもんです

から、熊本県はその日経連というのはござい

ませんで建設業協会というのがあるんで、ち

ょっと建設業協会とそのお話は一忚お聞きは

しているんですけど、なかなかやっぱり大手

企業と地場の中小企業では、そこまでまだ踏

み込んだ標準見積書で徹底的にやっていくと

いうところまではいっていない状況でござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 そうすると熊本県の業界はも

う、そこまで認識というかはいってないとい

うか、そこはなかなか難しいというところな

んですかね。 

 

○成富監理課長 これを制度的に元請、下請

で今の状態で標準見積書で元請、下請がずっ

とやっていくというのは、まだ専門工事業団

体の方々もまだまだ、その標準見積書につい

てのちょっとその浸透というか認識が今から

と思ってますんで、一気には難しいんで、今

かなり賃金に対する認識が元請さんも下請さ

んも含めてかなり高まってきておりますん

で、社会保険につきましても29年度からはあ

る程度それに入っておかないとだめという話

もあるんで、今その状態であるんで、これを

制度化するにはもう尐し業界と元請、下請を

含めてしっかり議論をしてからやっていきた

いと思っています。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 業界ではやっぱり、いろいろ

これについては抵抗があったらしいんです

ね。だけれどもやっぱり実際人材育成、若手

技能者の確保とかなんかを考えた場合は、や

っぱりこれは必要だということで前に日経連

の文書も出たと。法定福利費を確保するとい

うことで仮にやったにしても、もう一つ問題

点として出ているのは、逆に今度は労務費と

かそっちのほうば減らして総額では同じとい

うふうになったりするもんだから、やっぱり

課長がおっしゃるように、地方に行けば行く

ほど、熊本県でも元請段階と二次下請以下は

またもっと違うから、この制度そのものは二

次下請とかからやっぱり別立てで労務費なん

かと法定福利費は別立てでちゃんと表記して

請求もするというような仕組み、そういう体

系になっているわけですよね。 

 やっぱり今の建設産業の人材確保の壁なん

かを本当に突破するためには、私はそういう

方向で、業界も一皮むけて、この前業界団体

にそのことをストレートに言うのもちょっと

何だったからそこは言わなかったんですけ

ど、一歩一歩改革をしていく必要があるんじ

ゃないかとは思うんですけど、いかがですか

ね。 

 

○成富監理課長 元請業者の建設業界とか下
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請をされる専門工事業なんかとお話をする

と、やはり社会保険を、法定福利費を余り強

く言うと労務費から差し引くみたいな実態が

ありますんで、ここを強引に進めると本末転

倒になっていきますんで、もう尐し意識づけ

とか認識をしっかり持って、お互いがしっか

り持ってからやっていかないと本末転倒にな

っていくと思いますんで、そういう考えで私

はいます。 

 

○松岡徹委員 よく前向きに考えてね、本末

転倒にならぬようにどうしていくかですね。 

 あと１つ、建退共の証紙の添付の問題で、

振興局単位４つぐらい立入調査をするとかあ

りましたよね。その辺のやつは、何かまとめ

たものがあるんですか。 

 

○成富監理課長 済みません、まだそこまで

正式にまとめたものはございません。 

 

○松岡徹委員 今やっている最中なんです

か。 

 

○成富監理課長 そうですね。ちょっとそこ

まで正確にいま把握してませんので、後ほど

御報告します。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。ほか質

疑ありませんか。関連ですか。 

 

○池田和貴委員 関連じゃなかですか、先

生。じゃない。じゃ、よかですかね、済みま

せん。 

 ２件あって、１点は報告事項２で賃金実態

調査の結果について御説明いただきました。

これは今年度の当初予算での実態調査だった

んですけど、先議のときにお話があったよう

に、国のほうの賃金がたしか上乗せされたと

いうか、物価スライドもやるということにな

りましたんで、この平成25年度でこういう実

態調査をされましたけど、その後またこの２

月の決定を受けてまたこういうことをやるお

考えはあるかどうかですね。実際に私たち議

会として、閉会中の委員会で業界団体の方が

来られて、そこら話かなり聞いてきました。

それを受けて現実がそれに合ってきたわけで

すから、実際この２月の改定を受けてどうだ

ったかというのは、やっぱり調べておく必要

があるんじゃないかなというふうに思います

ので、ちょっと検討していただければと思う

んですがね。 

 

○成富監理課長 御意見を受けて、検討させ

ていただきたいと思います。 

 

○池田和貴委員 委員長もう１点。済みませ

ん、今度は報告事項４なんですけど、熊本県

道路公社が管理する有料道路の通行料金につ

いて、これはわかりました。 

 上がってなくてほっとしていたんですけ

ど、私、回数券ですね。100回券をいつも買

って使っているもんですから、今回この料金

は上がらなかったんで安心しているんですけ

ど、上がった場合はこの古い料金はいつまで

これいいんですかね、回数券は。 

 

○手島道路整備課長 取り扱いについて決め

ているわけはないんですけど、基本的な考え

方は、やはり変わった時点からは新しい料金

になるというのが基本的な考え方みたいで

す。これについては特に、10回ぐらいならい

いんですけど100回券というとかなり時間あ

りますので、その旨ちょっと道路公社には伝

えて、経過措置なり何なりはできないものか

というのは検討はさせたいと思います。基本

的には、その時点で１回払い戻しして次にな

るというイメージを持っていただいていたら

いいとは思っております。現状ではですね。 

 

○池田和貴委員 わかりました。今後、次が



第10回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成26年３月12日) 

 - 30 - 

法律上は10％上がることは１年半後という決

定がされていますんで、これが実際やるかど

うかは別にして、次になったときにもし価格

が上がるときには、一般の人の広報に対し

て、その回数券の取り扱いとかそういったの

も価格だけではなくちゃんとやるようにこれ

はお願いしておきたいと思います。 

 

○手島道路整備課長 ちなみに、議会の議決

をいただかないかぬもんで、それから広報活

動もしなければならないもので、かなり前か

ら議会にはかけさせていただいて広報したい

と思っておりますので、直接は関係ないです

けど、一忚報告させていただきます。 

 

○池田和貴委員 はい、わかりました。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○佐藤雅司委員 済みません。アクションプ

ランの中の２ページの中の一番左の下、新規

なんですが、災害に対忚できる重機等の保有

に関する支援の「検討」を消して「実施」と

いうふうになっております。先般、私もそれ

の質問をさせていただきましたが、どういう

イメージを想定していらっしゃって具体的に

やろうとしていらっしゃるのか、ちょっと具

体的に聞いておきたいと思います。 

 

○成富監理課長 お待たせしまして、済みま

せん。 

 これ国のほうで、建設業振興基金のほうで

今やられているんですけど、国のほうが今度

の経済対策で災害対忚、東北の大震災を受け

て災害対忚が非常に大事だということで、建

設機械に対して国のほうが経済対策で利子補

給を１年間３分の２見られるようになってい

ます。 

 

〇佐藤雅司委員 国費で。 

 

〇成富監理課長 それに対していろいろな、

ショベル掘削機とかブルドーザーとかいろい

ろ業者さん買われるときに、その買ったお金

の利子の３分の２を補給する制度がございま

す。国が建設業振興基金でやっておられるん

ですけども、それに対して県としましては、

今予算に計上させていただいておりますけど

も、その残りの３分の１を県のほうで上乗せ

で補助したいという今仕組みを考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○佐藤雅司委員 御承知のとおり、今建設産

業は縮みに縮んでしまっているということの

中で、上のランクにも余り行きたくないよう

な風潮があるし、そうした建設機械を持ちた

いとも余り思ってないし、リースで何とかあ

るいは下請にというような風潮の中で、実際

にこの事業をやられたときに何か打診をして

みられたとか、買いたいというふうな、ある

いは保有したいと、具体的に自分で持ちたい

というような話が、どうでしょうかね、その

辺は。 

 

○成富監理課長 建設業協会の各支部といろ

いろこの話をずうっとしてきました。特段余

り意見はなくて、今まで県は基本的にスリム

化せろという方向を変えるのかという話がま

ず一つ言われました。ただ、やはりいろいろ

東北大震災、熊本広域大水害を見ると、やっ

ぱりある程度最低でも災害のときに機器がな

かったら復旧ができないということで、御理

解をいただいて、ちょっと利用されるかどう

かわかりませんけども、私どもが毎年経営事

項審査をしている中で、建設機械を買ってお

られるところは確かにあります。そういうも

のを見込んで、今見込みですけども大体年間

100台ぐらいで、大体そんな状態で実態を把

握してますんで、これを利用されるかどうか
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わかりませんけども、一忚そういうことで今

試算をしております。 

 以上でございます。 

 

○佐藤雅司委員 いつも言いますように、災

害はどこで起こるか全くわかりません。今回

は雪の害もそれから前の災害も、阿蘇地域で

大きな災害があったということで、助けに行

くのは誰かと。昔は道路は砂利道路でしたか

ら結構、振興局にも県事務所にもブレードあ

ったんですけども、今一切ないということの

中で、どこがその力仕事をしていくか、やっ

ぱり建設産業しかないわけですね。そういっ

た災害にも、やっぱりここに書いてあるよう

なことを実際に担っていただくということ

で、いわゆる土木事務所からいきなり建設業

にばっと行けば、さっと動いてくれる、そし

て人が助かる、あるいは道がすぐ開く、こう

いったことを常日ごろからやっぱり想定の中

で考えていく必要がある。だからこそ建設産

業の一定の予算の確保をしていかなければな

らぬというのが私の持論ですが、ぜひそうい

う意味からも配置を、地区ごとに公平にやっ

ぱり検討していただくように、いわゆる具体

的な実施に向かってやっていただきますよう

に、お願いしておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 済みません、今のこの実

施ですね、これ新たな保有ですか、今保有の

分も対象になるわけですか。どっちですか。 

 

○成富監理課長 新たな保有分から、はい。 

 

○内野幸喜委員長 新たな保有分から。は

い、わかりました。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 なければ引き続き、その他報告事項５の説

明をお願いします。 

 

○増田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 報告事項５、一般国道445号道路管理瑕疵

事故に係る裁判について報告します。 

 平成22年11月30日に提訴されました損害賠

償請求事件について、平成26年１月31日に熊

本地方裁判所の判決がおりました。 

 判決内容は、道路管理者の県に対して原告

の過失との相殺により、損害額等の約２割に

当たる約1,464万円の支払いを命じるもので

した。 

 なお、この判決に対しては、控訴しても新

たな証拠や事実を提示できる見込みがないこ

とから、控訴しませんでした。 

 また、原告からの控訴もなかったことか

ら、２月19日をもって判決は確定しました。 

 １の事件の概要ですが、原告は合志市在住

の男性と、その男性に保険金を支払った損害

保険会社の２名です。 

 平成18年10月８日、八代市泉町の国道445

号の路面に、深さ約13センチメートルのくぼ

みがあった箇所において、原告がバイクでツ

ーリング中に転倒し、ガード鋼線支柱部分に

衝突し、脳挫傷、頭蓋骨骨折等を負った事故

でした。 

 提訴理由及び請求内容につきましては、道

路の管理に瑕疵があり、道路管理者の県に弁

護士費用を含む約7,000万円の支払いを求め

るものでした。 

 次に２の判決等でございますが、(2)に主

な判決理由を記載しておりますが、簡潔に申

しますと道路の管理に瑕疵があった、路面の

くぼみが事故発生の原因である、ただし、く

ぼみ通過後の操縦方法が適切でなかったこと

が事故発生にかなりの程度寄与しており、原

告に８割の過失があり、損害のうち８割を減

額するのが相当であるというものでした。 

 なお、賠償金については、事故発生当時に

県が道路賠償責任保険契約を締結していた損

害保険会社から、原告に対し２月27日に支払
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い済みでございまして、本件はすべて完結い

たしました。 

 以上でございます。 

 

○村上河川開発室長 河川課でございます。 

 報告事項６をお願いいたします。 

 瀬戸石発電所の水利使用許可更新に係る知

事意見などについてでございます。 

 １の、水利使用許可の更新手続に、今回の

手続の流れを図示しております。 

 まず、電源開発から昨年12月３日に、許可

権者である国土交通省に対して申請書が提出

され、本年１月17日付で国から県に対して意

見照会がありました。 

 これを受け、県では全庁的な検討を行い、

本年２月12日に意見を回答しました。そして

国交省は、同日付で許可をしております。 

 ２の、国から知事への意見照会についてに

ありますように、国土交通省の照会は許可し

たいので、河川法第36条第１項の規定により

貴職の意見を求めますという内容でありまし

た。 

 これに対し、知事意見につきましては全庁

的に検討を行った結果、県の施策との明らか

な不整合がなかったことから、４点の附帯意

見をつけて「支障なし」と回答しておりま

す。 

 この４点の附帯意見は、本件に関して県に

届けられたさまざまな県民の御意見に加え、

これまで川辺川ダム白紙撤回や荒瀬ダム撤去

にかかわってきた経験を踏まえたもので、環

境、水産、農業振興、治水対策、地域とのコ

ミュニケーションの４点です。 

 この附帯意見は、瀬戸石ダム設置者である

電源開発に要請するものであり、電源開発に

はこの附帯意見を真摯に受けとめ、できる限

り迅速かつ的確な対忚を講じていただきたい

と思います。また、国土交通省には水利使用

の許可権者として今回の附帯意見が確実に実

施されるよう必要な指導・監督をお願いした

いと思います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○平五住宅課長 住宅課でございます。 

 報告事項８をお願いいたします。 

 熊本県住宅供給公社の解散について、御報

告させていただきます。 

 ２月27日に行われました本会議代表質問に

おいて、熊本県住宅供給公社は３年後を目途

に解散したいとの公表を行いましたが、その

経緯等を御報告します。 

 まず１の、設立の目的ですが、熊本県住宅

供給公社は昭和40年12月に、勤労者に居住環

境の良好な住宅及び宅地を供給することを目

的としまして、地方住宅供給公社法に基づき

県の100％の出資により設立いたしました。 

 次に２の解散の経緯ですが、これまで主に

分譲事業や賃貸住宅事業を行ってまいりまし

たが、分譲事業は平成26年度までに終える見

込みであり、賃貸住宅事業も民間事業者で行

えるようになっていることから、公社の設立

目的や役割をほぼ達成したと判断し、解散す

ることといたしました。 

 次に３の、解散に向けた今後の対忚です

が、賃貸住宅の入居者に対する説明や現在行

っている事業の継承など、公社の資産の処分

や事業の整理を行ってまいります。 

 なお、今後の手続としましては、議会の議

決をいただいた後、国土交通大臣の認可を受

けて解散し、清算法人に移行する予定として

おります。 

 また、今後県内市町村などから地域の開発

などについての御要望があった場合には、庁

内関係課が連携して対忚していくこととして

おります。 

 なお、裏面に住宅供給公社の現状を、参考

までに記しております。 

 住宅課は、以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で、報告５、６、８
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が終了しましたので、質疑を受けたいと思い

ます。質疑はありませんか。 

 

○松岡徹委員 瀬戸石ダムについては、前回

の先議のときにかなり議論したので、一忚そ

の重なる部分は除きまして、関連して、いわ

ゆる附帯意見を出したと、それで回答したと

いうことだけど、これに基づいてその後、電

源開発に対する働きかけというかな、具体的

な要請はしたわけでしょう、文書を送ったか

どうかね。それは、国交省に対しては河川管

理者としてちゃんとしてくれというようなこ

となんだけど、その附帯意見の実効を図るた

めに具体的な働きかけを、何かその後やりま

したか。 

 

○村上河川開発室長 瀬戸石ダムに関しまし

ては、県から電源開発に対して直接何かをし

たということは、意見を出してからはありま

せん。しかし、国のほうは電源開発を直接呼

んで意見というか、意見を伝えたというか、

指導しているということをお伺いしておりま

す。 

 

○松岡徹委員 この問題については前回意見

を述べたように、大きな問題点があって、私

自身としては極めて容認できない中身なんで

すが、しかし、そういう中で４点の附帯意見

を示しているわけだから、まあ一忚申し上げ

たというだけじゃなくて、事業者と河川管理

者に対して、それがやっぱりきちっと、知事

が言うように20年後に問われるというだけじ

ゃなくて、やっぱり毎年毎年一つ一つの具体

的な課題にかかわることだから、きちっとし

た働きかけをね、やり方はどういうやり方が

いいのかよく考えていただいてやっていくよ

うにしたほうがいいんじゃないかと思います

し、そのことを求めたいと思いますけど、い

かがですか。 

 

○村上河川開発室長 先生の意見をいただき

ましたので、機会をとらえて何らかの形でや

っていこうと思っております。 

 

○松岡徹委員 報告８号の住宅供給公社の問

題ですけど、これは設立の目的からして、現

在のいわば国民の住宅事情といいますか、と

の関係で知事もああいう答弁をされたけど非

常に納得いかぬ点があるんですけどね。例え

ば今、何ちゅうか、住宅住まいの貧困化とい

うか、社会問題に今なっていると言えるんじ

ゃないかと思うんですね。例えば、ホームレ

スの問題はずっと継続しているし、ネットカ

フェ難民とか、追い出し屋という言葉が生ま

れてくるとか、脱法ハウスですね貧困ビジネ

ス。まさにその何か住宅をめぐって、いわゆ

る勤労者の住宅環境、居住環境が非常に良好

な状態になっているというふうに言えるの

か、とりわけ低所得者層の場合ですね。それ

から低所得者じゃなくて、もう尐し角度を変

えて見ると、住宅ローン問題でも、いわば可

処分所得に占めるその割合というのが1989年

は10.9％だったのが、2009年では17.1％に、

いわゆる住宅ローンの比重が非常に高くなっ

て、やっぱり勤労者の生活を圧迫しているわ

けですね。賃貸の場合はどうかというと、や

っぱり賃貸の場合も同年比でいくと9.6％だ

ったのが15.1％にやっぱり可処分所得比では

高くなっているわけですよ。ですから、私は

まさにこれからこそ公営住宅法の精神に立っ

た住宅政策のやっぱ充実というかな、あるい

はもっと言えば持ち家中心の国が進めていわ

ゆる住宅政策の転換というか、そういうのが

必要じゃないかと思うし、公社の解散なんか

言語道断というふうに思うんですけど、意見

は一致しないかと思いますけど、一忚課長い

かがですか。 

 

○平五住宅課長 住宅につきましては、御承

知のように既に世帯数を住宅戸数が大きく上
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回っておりまして、今は新しくつくる住宅よ

りも既存の住宅、空き家をどんなふうに活用

していくかというのが政策の中心になってい

っているというふうに思っております。 

 公社につきましても、住宅分譲、土地分譲

を進めてまいりましたが、これはもう既に民

間で行える、これは県の行財政基本方針に従

ってこういった検討を進めた結果でございま

して、やはり民間が行えるものについては県

の趣旨なども整理をしていくという方向であ

ろうかと思っております。 

 今、入居者の方がなかなか入れないという

状況は、住宅の需要よりも、むしろ入居者の

方の経済状況のほうが大きいのではないかな

というふうに認識しております。 

 

○松岡徹委員 いろんな問題がありますけ

ど、一言で言うとやっぱり住宅に対する公共

の関与、これはますますもっと高めなければ

いかぬ。やり方はいろいろあると思うんです

よね。そこら辺のところで私はこの問題は再

検討をしたほうがいいという意見だけは申し

上げておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○城下広作委員 ちょっと住宅のことで、私

は角度が違うもので質問したいと思います。 

 今、県営住宅の申し込みは年に２回なんで

すね。年に２回で誰か抽選で当たると、半年

間その権限があるんですよ。半年あって、例

えば自分は２カ月ぐらいで入りたくない、も

う入らないと決めたらそのまま、半年誰か次

入りますよね。誰かが、次の順番が入るんで

すね。すると、この申し込みのもう尐しスム

ーズにするために回数をふやすということ

は、これはできないのかなと思って。２回で

はなくて、例えば３回とか何かその部分でや

る申し込みの分をふやしたほうが、あけばす

ぐに入れかえてまた何か入るという形にこれ

はなるんですかね。それと今の補充で随時や

っても全然変わらないから問題ないのか、変

わる可能性があるのかちょっとどうなんです

かね。 

 

○平五住宅課長 今現在でも実際忚募いただ

いて抽選番号が決まりますけど、半年間の間

でやはり入られる方がそのうちの２割とか、

ですから５倍ということを申し上げておりま

すけど、ですから今の２回でもやはりその入

りたい方は順次入っていけてる状況じゃない

かなというふうに思っております。 

 一つは、それと半年間でございますから結

構やっぱり入居事務関係も大変なところがご

ざいまして、そういった事務的なこともござ

いますが、今の年２回というやり方でも順次

あき領域に入れていって、それでも入れない

方のほうが多いという状況でございますの

で、入居者の方の需要にはできるだけ、今の

状態でも対忚できているんじゃないかなとい

うふうに思っております。 

 

○城下広作委員 ちょっと勘違いしているの

かな。市なんかはやっぱりどこかがあいたの

を伺って、半年間待たないかぬから、その間

は結局入れないで、そのままあいている状況

が長くあるところもあるというところもあっ

たらしいんですよ。だから、ちょっとその辺

も考えようかというのをちらって聞いたもん

だからですね。県のほうには必ず申し込ん

で、次の順番を待っているから全然間には回

数をふやさなくても、その待ってる人間で十

二分に足りるということですかね。 

 

○平五住宅課長 今委員がおっしゃったよう

に、半年間空き家をためておいて一斉にどん

と抽選をして入れるというやり方、前の県営

住宅はしておりましたが、そうしますと空き
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家の期間が長くなると。半年の間、初めのこ

ろあいたものはずうっとあいたままというこ

とになります。今は基本的には常時入ってお

られると。で、自分の希望する団地を抽選番

号を、入居の順番を抽選で決めまして、その

順番が来た方から順次入れていくということ

ですから、できるだけ空き住居をつくらない

というのが今のやり方になっておりまして、

それでそういう活用もきちんとできていって

いる、半年まとめてやるというよりも今のや

り方のほうがいいのではないかなというふう

に思っております。 

 

○城下広作委員 わかりました。 

 

○内野幸喜委員長 はい。ほか質疑ありませ

んか。 

 

○佐藤雅司委員 済みません。単純なことな

んですが、住宅供給公社の解散について。議

会の議決を得てということですが、これは報

告なんですが、これは条例で解散ということ

にならんですか。今回の付託議案とは違うと

ですか。いきなりですか。 

 

○平五住宅課長 この議会の議決と申してお

りますのは、答弁の中で３年後を目途にとい

うふうに申し上げておりまして、実際に議会

で議決の御承認をいただくのは、例えば29年

の３月に解散ということになりますと、例え

ば28年の12月議会に議案として提出させてい

ただいて御承認いただくということになりま

す。 

 

○佐藤雅司委員 議案じゃなかわけですたい

な。 

 

○平五住宅課長 これは報告でございます。

今回の代表質問で御質問いただいたことに対

しましては、今後の方針を知事答弁でお答え

したということでございます。 

 

○佐藤雅司委員 はい。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 

○堤泰宏委員 ついでに住宅供給公社。剰余

金がかなりありますね、29億ですか。えらい

財産を持っておらすなと思って。まあ、それ

はよかですけど。 

 そうすると、これは上のほうからですた

い、賃貸住宅事業３団地138戸、これは公社

が所有しておる分ですたいね。 

 

○平五住宅課長 これは公社が所有して賃貸

している住宅でございます。 

 

○堤泰宏委員 保有分ですね。 

 

○平五住宅課長 はい。 

 

○堤泰宏委員 そうすると今度は県営住宅、

これは県が所有して公社が管理をしておる分

ですね。これは何室ぐらいあるんですか、部

屋。 

 

○平五住宅課長 指定管理になっておりまし

て、県営住宅で全部で8,530戸の指定管理者

になっております。 

 

○堤泰宏委員 8,500ですね。そうすると都

市再生機構住宅棟、これは何戸ぐらいありま

すか。 

 

○平五住宅課長 これは632戸ございます。 

 

○堤泰宏委員 632戸ですね。すると、だん

だん姿が出てくるわいな、これは。かなり、

やっぱり管理しておりなさるですもんね。そ

うすると賃貸施設の中のこの公社ビルという
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のは、それは今おんなるところの建物のこ

と。 

 

○平五住宅課長 西門のところにございま

す、公社が入っているビルでございます。 

 

○堤泰宏委員 １つ。 

 

○平五住宅課長 はい。 

 

○堤泰宏委員 そうすると、今度は駐車場と

いうのは、どこか持っておりなさるわけです

か。 

 

○平五住宅課長 手元に資料がございません

けど、かなりの数、市内のあちこちに公社が

所有して貸している土地がございます。 

 

○堤泰宏委員 ということは、これはやっぱ

り、これを公社が解散するまでに、例えば県

の所有の8,530戸をどうするかとか、それか

ら都市再生の632戸をどうするかとか、かな

りこれは手間がかかりますよね。それは、ま

だ白紙の状態ですよね。 

 

○平五住宅課長 この３番目の住宅管理委託

事業、県営住宅の指定管理者につきまして

は、今24年から26年までの３年間の受託期間

になっております。27年度から次の指定管理

者に移りますが、もう既に、例えば熊本市あ

たりは民間がやっておりますし、県営住宅も

この公社が指定管理者に手を挙げないという

ことになっておりますけども、民間のほうで

やるというふうに見込んでおります。 

 それからこの都市再生機構の住宅、これに

つきましてはもうこの26年から新しい管理者

ということになります。これは指定管理者じ

ゃなくて管理業務を委託しているということ

になりますが、これについても一忚、今回も

う公社は手がけておりませんで、もう民間の

ほうがやるということになっておりまして、

この受託事業につきましては、それぞれ民間

がやっていくということの見通しが立ってお

ります。 

 

○堤泰宏委員 じゃ、もう簡単に手を引きゃ

あ、おたくがやってくれるという感じだな、

勝手にやってくれと、そういう感じですよ

ね。 

 

○平五住宅課長 そうでございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。ほかに

質疑はありませんか。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

じゃ、私から１点ちょっと、手島道路整備

課長。 

 この間の沿岸道路の３ルートという、ちょ

っと出てましたけども、今具体的にどういう

話になっているかというのをちょっと。 

 

○手島道路整備課長 新聞に出ましたデータ

につきましては、社会資本整備の委員会がご

ざいます、それの道路部会の九州の会合があ

ったということで、その中でルート案が３つ

示されて、ルート案とともに、その前に意見

聴取をしてまして、その意見聴取がどんな意

見が出たというようなことを、その場で報告

されたと。 

 今後はそのルート提示に対してのまた意見

をもらうというような形で、その後、再度委

員会が開かれるというふうにお聞きしておる

ところです。 

 

○内野幸喜委員長 若干高く感じたんですけ

どね、この間の概算でこれぐらいかかるだろ

うという。どうですかね、あんなもんですか

ね。 
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○手島道路整備課長 かなり地盤がやはり悪

いということで、地盤改良が必要であったり

とか、例えばくいを打つんであれば、くいが

深かったりとか、そういうことがあるのであ

の値段になったのじゃないかと考えておると

ころでございます。 

 

○内野幸喜委員長 わかりました。ほか何か

ありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければひとつ私から。 

 実は今回この土木部の課長以上の方で、６

名の方が退職されるんですね、６名の方が。 

 今、土木行政も非常に難しい中にあると思

います。先日も団体の方とか来て、その中で

今の県庁の技術職の若手職員はという話もあ

りました。 

 そこで、今回退職される方々、30年から40

年近くこの県行政、土木行政に携わってこら

れたばっかりの方なんで、ぜひこれからの県

庁マンに、特に土木技術の職員に対して、こ

うあってほしいとか、そういったことを一人

ずつ、一言ずつでもお話を聞かせていただけ

ればと思いますので。 

 まずは船原土木部長から。 

 

○船原土木部長 まず発言の機会を。 

 私は、県庁にお世話になりまして37年間と

いうことで、あっと言う間だったような気が

しております。 

 部長を拝命いたしまして早々に、熊本広域

大水害が発生いたしました。県議会ではその

災害対忚ということで、必要な予算の確保に

ついては全面的な支援をいただきました。本

当にありがとうございました。 

 多くの皆様に支えていただきまして、道半

ばではありますが、その復興・復旧も着実に

進んでいるものと思っております。 

 また、平成24年度の末には、大型補正も打

たれました。また本年も国の経済対策にあわ

せて93億円という補正を組んでいただきまし

た。これらの予算、十分な手当てをいただい

たということで、これも県議会を初め多くの

皆様に御支援・御理解をいただきながら、チ

ーム熊本として取り組んだ成果であろうとい

うふうに感じております。内野委員長を初め

建設常任委員会の委員の皆様には、改めまし

て感謝申し上げます。ありがとうございまし

た。 

 一方で、事故繰りの発生とともに、入札不

調でありますとか想定外のことも起きており

ます。これらの出来事から建設産業界が直面

をしている課題も見えてまいりました。この

課題の中でも、次世代を担う人材の確保・育

成というのが非常に大きな課題であるという

ふうに感じておりますし、またこのことは我

々の土木部の若手職員の確保また育成という

のに全く通じているものであろうというふう

に感じております。 

 その中でも、中・長期的な予算の、公共事

業予算の確保でありますとか多くの課題、難

題を残して私も含め県庁を去ることになりま

すが、残った後輩職員はそれらの課題にしっ

かり取り組んで一つ一つ解消していってくれ

るものと期待をしております。 

 建設常任委員会の委員の皆様には、本県の

土木さらには建築行政の推進に関しまして叱

咤激励・御支援をいただければというふうに

思っております。ますます皆様の今後の御活

躍・御健勝を祈念いたしまして、簡単ではあ

りますが挨拶とさせていただきます。ありが

とうございました。 

 

○生田建築住宅局長 私は36年間、県庁にお

世話になりました。 

 今、工事関係につきましては、もう部長か

ら話されたとおり、建築工事関係についても

同じような課題が残っておると思っておりま

す。また引き続き、議員の皆様方の御指導を
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お願いしたいというふうにおります。 

 ただ、建築につきましては平成10年の法改

正で建築確認が民間に開放されまして、現

在、県の所管分でいきますと４分の１ぐらい

しか県のほうでは審査しておりません。民間

が審査した分も概略の審査は行政に回ってく

るわけですが、そういう状況で、若い職員の

日ごろの業務の中でのＯＪＴといいますか、

力のつけ方がなかなか難しくなってきている

というふうに考えております。それについて

は、日ごろから機会を見つけまして若手職員

に対しては話をしておりますし、研修等にも

積極的に取り組んでおるところでございま

す。優秀な職員が入っていると思いますの

で、それぞれが自覚を持って取り組んでいた

だければいいんではないかなというふうに思

っております。 

 この委員会には、都合６年間お世話になり

ました。４月からは県庁近辺でうろうろして

いるかもしれません、顔を合わせたときには

またお声をおかけいただければと思います。 

 大変お世話になりました。 

 

○増田道路保全課長 私は36年間、県にお世

話になりました。現場それから本庁、大体半

々ぐらい経験させていただいて、その中で県

議の先生方からは叱咤激励もございました

し、指導・助言あたりもいただいて育ててい

ただいたのかなと、感謝の気持ちを持ってお

ります。 

 現在の土木の若手の職員につきましては、

我々が若いときと比べまして、非常に人員削

減ということで大変な時代の中で一生懸命仕

事をやっていると。非常に研究熱心な人も多

くて、私も大分助けられたりしてもらってい

ます。若手の方にはそういう忙しい中、今後

もまた、我々は課題を残したまま今月いっぱ

いで退職するんですけども、健康には十分気

をつけて、それは肉体も精神もですけども頑

張っていただきたいと願っております。 

 最後になりましたけど、先生方にはいろい

ろお世話になりました。ありがとうございま

した。 

 

○西田土木技術管理課長 今振り返ってみま

すと、県庁生活はあっと言う間だったという

ふうな気がいたします。 

 私の場合は、さまざまな県のプロジェクト

に参画させていただきました。新人のころ

は、県で初めてとなる流域下水道の立ち上

げ、それから中堅のときは第２回熊本国体の

開催に向けた国体道路のルートの決定あるい

は進捗管理ということに携わりました。その

中で、このままじゃ国体に間に合わぬばい、

そういうふうな皆様方と激しい議論を取り交

わしたというふうなことも、今となっては懐

かしい思い出でございます。 

 それから最近では、連続立体交差事業のほ

うに従事いたしまして、ちょうどそれが新幹

線の工程と連続事業の工程が複雑に絡み合う

もんですから、まずは新幹線に間に合わせる

ということが第一ということで、そのような

スケジュール管理に非常に意を用いたという

ふうな苦労をした記憶があります。 

 いずれにしても、今になって思うのは、私

どもいわゆる形になるもの、見えるものを残

していける、そういうことが土木部の技術職

員の一つの特権かなというふうに思っており

ます。先ほど委員長のほうから、若手に何か

ということの話がありましたけども、そのよ

うな喜びというのを残された限られた時間で

ありますけども、若手の皆様方にぜひ伝えて

いきたいというふうに思っております。 

 皆様方には都合５年間、建設委員会でお世

話になりましたけとも、心からお礼申し上げ

まして御挨拶といたします。本当にお世話に

なりました。 

 

○軸丸下水環境課長 大変お世話になりまし

た。 
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 私、昭和52年の入庁で37年勤めさせていた

だきました。最初が下水道の仕事で、最後も

下水道の仕事。当時、下水道の普及率８％程

度だったと思います。今は浄化槽、集排事業

を合わせますと82％を超えています。この間

の社会資本の整備、やっぱりすごい数値とし

てあらわれているのかなというふうに思って

おります。 

 若手の技術者の話、私ども初めのうちは、

やはり建設業の監督さんと一緒に――道路の

センターを一緒に見たりとか、そういう作業

をやってきました。 

 先ほどの委員長のお話の中で、現在の若手

職員の技術力がというお話がございましたけ

れども、今、私どもの業務を取り巻く技術と

いうのは、やはりそれぞれ複雑化してきて、

それぞれ専門化してきています。そういう中

で私たちの公務員としての技術職員がどうい

う技術者であるべきなのか、どういう技術を

身につけるべきなのかというのは、やはり尐

し昔とは違ってきているように思います。い

わゆる測量できる、あるいは構造計算ができ

るということが必ずしも今私どもに求められ

る技術ではないというふうに思います。技術

というのは、やはり科学技術の成果を社会の

ために役立てることだ、そういう認識のもと

で、私たちの役割の中で何ができるのか。そ

れは、やはり一番大きいのはプロジェクトの

マネジメントです。そういう視点で若手の人

たちが育ってきてくれれば、建設業の方々か

ら技術力がないと言われないようにしていた

だければと思います。 

 本当に先生方お世話になりました。ありが

とうございました。 

 

○坂口建築課長 私も３月をもちまして、36

年間でございますが、県の職員をやめること

になりました。これまで委員各位におかれま

しては、温かい御助言・御指導をいただき、

建築行政を支援していただきましたことに対

しまして、深く感謝申し上げます。 

 ３年前の東日本大震災それから一昨年の熊

本広域大水害が不幸にして発生いたしました

が、建築の分野でもわずかではございます

が、被災者の皆様の御支援に我々も携わるこ

とができたということは、我々の経験の中で

も一生忘れることはないと思っております。 

 今後とも熊本県がますます発展するよう、

またやめましてから一県民としまして一生懸

命協力していきたいと思っておりますので、

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 長い間本当にありがとうございました。 

 

○内野幸喜委員長 ありがとうございまし

た。 

 これについて質疑は……。非常にいい話を

聞かせていただいたと思います。ぜひ後ろで

聞かれている若手の方も、先輩方一生懸命頑

張ってこられた後を継いでまた頑張っていた

だければと思います。 

 それでは、これをもちまして第10回建設常

任委員会を閉会します。 

  午後１時52分閉会 

――――――――――――――― 

○内野幸喜委員長 本年度最後の委員会であ

りますので、一言御挨拶を申し上げます。 

 船原土木部長を初め執行部の皆様方、そし

て杉浦副委員長を初め委員の皆様方には、こ

の１年間委員会の運営に大変な御協力をいた

だきまして、ありがとうございました。 

 ことしは本当、初めての試みで閉会中の委

員会の開催、また各種団体の方、建設、産業

団体連合会の方々との委員会ということもや

りました。こういうことも非常にこれからの

土木、建築行政にとっては非常にいいことだ

ったなと思っております。まだ手探りの状態

の委員会１年だったかもしれませんが、これ

がまた来年度以降さらにいい方向に行くんじ

ゃないかなと思っております。 

 本当に、先ほどそれぞれ御挨拶をいただき
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ました。退職される方、中には挨拶されなく

てここで御退職される方もいらっしゃるかと

思いますが、これまでの経験を今後とも県勢

発展のために御協力をいただければ、これほ

どうれしいことはありません。また次のステ

ージでぜひ頑張っていただければと思いま

す。 

 この１年間、本当にお世話になりました。

(拍手) 

 

○杉浦康治副委員長 それでは一言御挨拶さ

せていただきます。 

 図らずも２年間、この委員会に籍を置かせ

ていただきました。内野委員長のほうには大

変お世話になりました。また各委員の方には

本当に助けていただきまして、この場をおか

りしまして御礼を申し上げたいというふうに

思います。 

 さらに加えて、執行部の皆様方には本当に

いろいろと勉強させていただいたというよう

な思いでいっぱいでございます。改めて御礼

を申し上げたいというふうに思います。 

 ちょっと気になるのは、発注ルールの変更

がこれからどうなるのかなとか、多分現場か

らは工期延長の話が出てくるんだろうなと

か、いろいろ気になることがございますの

で、ぜひぜひまた忘れずに、ちょくちょくお

邪魔させていただくようなことになるかなと

いうふうに思います。 

 今後ともまた変わらず御指導いただきます

ことをお願い申し上げまして、御礼の御挨拶

とさせていただきたいと思います。ありがと

うございました。(拍手) 

 

○内野幸喜委員長 それでは、これで第10回

建設常任委員会を閉会いたします。お疲れさ

までした。 

  午後１時54分 
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